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8.4 我が国の地質環境条件を踏まえたサイトを対象とした安全評価 
地層処分の安全審査においては、我が国の地質環境変化や気候変動等の処分システムへの

影響を考慮した放射性核種の移行評価が求められており、平成 23 年度は地質環境変化の処分

システムへの影響を設定したうえで、HLW の地層処分を対象とし、隆起・侵食・海水面変化

に伴う地下水流速及び移行距離の変化を考慮した感度解析を実施した。本年度は、多重バリ

アの核種の閉じ込め機能等の要件（バリアの閉じ込め機能、隔離機能などの基本設計への影

響幅の検討）の長期的な評価を行うため、処分環境の長期変遷を考慮したモデルや評価手法

の開発においては、我が国において想定される代表的な処分環境条件に加え、隆起・侵食等

の地質・気候関連事象の影響による変動も検討対象とすることとなっている。 
そこで、我が国の地質環境特性を勘案し、現実的な地層処分サイトを想定した隆起・侵食

シナリオを設定し、隆起・侵食速度の変動パラメータを変化させた場合の感度解析並びに安

全評価を実施することとした。8.4.1 では、この一環として、隆起・侵食速度が人工バリアを

含む母岩領域の地下水流速、化学環境（塩水/降水境界等）に及ぼす影響について検討した。

8.4.2 から 8.4.6 では、8.4.1 の地下水流動解析の結果を考慮した人工バリアの変遷を評価し、

その結果に基づいて、個々のモデル/コードにより評価パラメータを設定した。8.4.7 では、8.4.1
から 8.4.6 までの検討結果を核種移行解析にリンケージさせた安全評価を実施した。 

 
8.4.1 隆起・侵食が地下環境に与える影響に関する解析的検討 
（１）実施概要 

既往の研究では、隆起・侵食による地形変化を考慮した解析的検討はなされているが、い

ずれも隆起・侵食量が地下水流動に与える影響を時間変化との関係で評価したものであり、

隆起・侵食速度を一定としている。しかし、隆起・侵食速度の評価には不確実性が含まれる。

もし、将来、隆起・侵食速度が大きな場において処分システムが速く地表に接近した場合、

深度によっては周辺母岩の風化等が速く進行し、透水性が変化し、地下水流速や流向に与え

る影響が増大する可能性が懸念される。このため、今年度は、処分システム周辺の母岩領域

が隆起・侵食を受け続け、対地深度が変化し、システム内の地下水流速や流動経路、化学環

境が変化した場合の安全機能への影響に関する評価シナリオを検討することとした。ただし、

ここでは隆起・侵食に伴う地形勾配の変化や海面変化、気候変動等による涵養量の変化等は

含めないものとし、原子力機構がこれまで整備してきた地質・気候関連事象に関する FEP デ

ータベースの 177 事象（酒井他、2011(1)）のうち、隆起・沈降に関連する事象のうち、G2-2
の事象を対象とした。8.4.1 では地下水流速、水質の変化幅について感度解析的検討を実施し、

8.4.7 において核種移行に与える影響について検討する。 
今回、隆起・侵食速度に関する既往データが存在し、ボーリング調査等によって地下水の

水圧、水質に関するデータが整備されている北海道幌延地域を検討対象地域とした。解析で

は、まず“現在”の地下水流動場を再現したうえで、“現在～将来”について現実的な範囲で

複数の隆起・侵食速度を与えた解析ケースを設定し、計算結果を比較した。 
（２）解析方法 
（ a ）対象地域の地形・地質と解析範囲 
解析範囲は地下水水質、水圧分布のデータが豊富に存在している幌延研究所設置地区（以下、

幌延 URL）周辺の清水川流域とし、解析は鉛直 2 次元とした。清水川は、C（EL185m）の尾

根部付近から西方に流下し、ボーリング孔HDB-7を通って北西の豊富に向かって流れており、

途中、ペンケエベコロベツ川や一号川の下流部と合流している（図 8.4-1）。地形的に河川縦

断形状を見ると図 8.4-1 に示すように HDB-7 孔付近の EL48m に地形変換点があり、C～B を

【資料２（４／４）】
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一つの地下水盆とする地下水流動ともう一つは B よりもさらに下流側方向へ流動範囲が及ぶ

A～C の地下水流動とに識別される。本件では、幌延 URL の深度 1000ｍまでの地下水流動を

対象とすることから、解析範囲は図に示す B～C 間の 5.5 ㎞、鉛直方向は EL-1.5km とした。

解析範囲の地質分布は図 8.4-2 に示すように深部から第三紀、泥岩主体の稚内層、声問層、

勇知層、更別層からなり、清水川上流域から中流域にかけては稚内層（硬質泥岩）、声問層（珪

藻質泥岩）が分布し、下流域には勇知層（泥質砂岩）が分布する。全体の地質構造は、北西

－南東方向に褶曲軸を持つ背斜と向斜とが繰り返す構造を呈しており、幌延 URL は背斜部に

位置する。また、上流の SAB-2 孔と HDB-11 孔との間には東傾斜の大曲断層が存在する。 
 

 
図 8.4-1 清水川流域の A-C 断面における地形縦断と地下水流動形態（下図は A-C 断面に

おいて地質の透水係数を k=1E-08m/s に設定した場合の大局的な地下水流動方

向を解析的に推定したもの） 
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図 8.4-2 清水川流域周辺の地質分布 

 
（ b ）解析モデルの設定 

当地域の透水係数分布は、図 8.4-3 に示すように稚内層で 1E-6～1E-12m/s、声問層におい

て 1E-7～1E-9m/s、勇知層において 4E-9～2E-10m/s であり、各層準内においても値がばらつ

いている。とくに稚内層上部では、HDB-1 孔の深部（1E-6m/s）や HDB-11 孔の深部（1E-8m/s）
に高透水部が存在し、これが全体の地下水流動を規制している可能性がある。この高透水部

を、稚内層の伸びの方向に連続していると解釈するか、地質構造に関係なく浅部の亀裂密集

部と連続するのかによって当地域の透水性構造の解釈が異なる。したがって、解析上、水理

地質構造の設定に際して以下の 2 つのモデルを考えた。 
 1)地質構造（地質境界）を重視したモデル（model-1） 
 2)透水性分布（透水係数の空間的連続性）を重視したモデル（model-2） 
 
① model-1 
図 8.4-3 に現地透水係数のデータ（繰上、2007(2)）をもとに透水係数の分布を推定した。特

に HDB-6 孔の EL-300m 付近と HDB-11 孔の EL-500m 付近の高透水性部があり、稚内層上部

には 1.3～1Ma 以降の造構運動時に形成された小断層が多数存在している（岩月他、2009(3)）

とされていることから、model-1 ではこの高透水性部（1E-8m/s）が稚内層上部の地層の伸び

の方向に連続しているものと解釈し、図 8.4-4 のようにその範囲を WU とした。稚内層下部

については EL-500m 前後を境としてそれ以深では透水係数が 1E-9m/s 以下となることから、

これより深部を WL として WU と区別した。HDB-1 孔、HDB-11 孔の高圧地下水が観測され

る地点は WL 中に位置する。声問層分布域は、HDB-7 孔の深部で透水係数が低いことを除け

ば、おおむね 1E-9～1E-7m/s であることから、観測データの対数平均値を解析用データとし

て与えた。勇知層は、火山起源の砕屑物を多く含んでおり、声問層よりも緻密であり、全体

に透水係数が低く観測値から平均値 7E-10m/s を設定値として与えた。一方、大曲断層の東側

については、SAB-2 孔のデータから、岩相的特徴、透水性から WL’と WM’、WU’とに区

分した。大曲断層は、比抵抗分布から深度 1,000ｍ付近までは周辺母岩よりも 2 桁前後高い透
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水性を持っているとされていること（石井他、2006(4)）から、解析モデルでは周囲の地層よ

りも 2 桁高い透水係数を与えた。断層形状については、当地域の深度 1500ｍ以浅の比抵抗分

布データ（石井他、2006(4)）を参考とし、主要部は幅 50ｍ、傾斜 90°とした。 
 

 
図 8.4-3 地質構造を重視した鉛直 2 次元断面における等透水係数分布図 

（赤線：地質境界、黒線：等透水係数線、データ：繰上,2007(2)） 
 

 
 
図 8.4-4 model-1 の水理境界の解釈図（図 8.4-3 をもとに透水係数は各 unit の対数平均

値を設定） 
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図 8.4-5 透水性の空間分布を重視した鉛直 2 次元断面における等透水係数分布図 
（図 8.4-3 と異なり、等透水係数線作成に際して地質境界は考慮していない。） 

 

 
 

図 8.4-6 model-2 の水理境界の解釈図 
（図 8.4-5 を基に作成、破線は地質境界、★は高圧地下水観測地点） 

 
② model-2 
図 8.4-5 に現地透水試験のデータ（繰上、2007(2)）をもとに作成した model-2 の透水係数の

分布図、図 8.4-6 に図 8.4-5 を基に作成した解釈図を示す。水みちとなる亀裂は、幌延の場合

鉛直方向である可能性が高く、地表からの高透水性構造が連続していることがある。したが

って、model-2 では、model-1 のように透水性構造が地層の伸びの方向と必ずしも一致しない

場合を考慮し、透水係数の空間的な連続性に着目して透水性分布を決定した。HDB-6 孔の

0m

-500m

-1000m

0m

-500m

-1000m

109m

89m

104m

大曲断層

1km0

勇知層

声問層

稚内層

H1：2E-10m/s～1E-12m/s

（av.1E-11m/s) ★

★

★

H2:1E-8m/s～2E-10m/s

（av.2E-9m/s）

H3:1E-8m/s以上

（av.2E-8m/s）

HDB-7 HDB-3 HDB-6 HDB-1 HDB-11 SAB-2

ＣＢ

H3:1E-8m/s以上

（av.2E-8m/s）

F1：1E-9m/s

F2：2E-7m/s

F3：2E-6m/s



 - 8-118 - 

EL-400m 付近の高透水性部の透水係数（2E-8m/s）は、HDB-11 孔の同一深度の声問層の値（1
～2E-9m/s）に比べると 1 桁以上高い値を示すことや HDB-6 孔の EL-200m～EL-400m 間は地

震時に類似した応答特性を示す（宮川他、2011(5)）ことから、HDB-6 孔の声問層は同一の帯

水層（図中の H3）として HDB-11 孔の H2 と区別した。一方、HDB-11 孔の EL-500m 付近の

高透水性部（1E-8m/s）は、それ以浅に 1E-9m/s～2E-10m/s の低透水性部が存在し、地表部の

比較的透水性の高い部分（2E-8m/s）と透水性亀裂とが連続していないとして、この領域を

H2 とした。稚内層下部については EL-500m 前後におおむね 2E-10m/s を境として透水性に不

連続が存在するため、この境界を持って H1 と H2 とに区分した。また、勇知層が分布する

HDB-7 孔付近については、model-1 では勇知層と声問層とを区別したが、ここではその境界

に左右されず、透水性の連続性から考えて H2 が HDB-7 孔の浅部まで広がっているものとし

て設定した。大曲断層については、model-1 同様、周辺の岩盤の透水係数よりも 2 桁高い値を

設定し、断層形状、断層幅についても model-1 と同じとした。 
 
（ a ）“現在“の再現計算 

隆起・侵食を考慮した地下水流動解析に際して、まず“現在”の地下水流動、地下水組成

を再現するため、前述した 2 つの解析モデル（model-1、model-2）を用いて“過去”～“現在”

までの非定常地下水流動解析を実施することとした。ここで 21.7 万年(MIS7)の海進期におい

て URL 周辺はすでに一部陸化していたとされており（新里他、2007(6)）、また当地域におい

て隆起が始まったのが 1.3～1Ma（岩月他、2009(3)）とされていることから、本解析では陸化

が始まった “過去”を 1Ma～20 万年とした。上記 2 つのモデルについて“過去”から“現

在”までの非定常計算を実施し、解析結果が “現在”の水頭分布、水質観測データに最も近

くなるケースを“将来”の解析の初期モデルとして採用するものとした。また、陸化直後か

ら、降水の影響を受けるため、“過去“の初期地下水はすべて化石塩水で満たされているもの

とし、”過去“～”現在“までの間、地表部に降水による涵養を与えた。 
 

 
 
図 8.4-7 “現在”モデルの地下水流動解析の境界条件（上）と物質移行境界条件（下） 
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図 8.4-7 に解析条件を示す。図 8.4-1 に示した通り、EL-1500m 以浅を通過する地下水流動

は解析範囲の東端が涵養域、西端が流出域となっていることから図 8.4-7 の側方を不透水と

し、また、当地域は EL-500m 以深に高圧地下水が広く観測されていることから、初期条件と

して底部境界（EL-1,500m）を水頭固定とした。なお、水頭値は解析的に値を変化させ、解析

結果が最も観測値と整合する値を採用することとした（後述）。涵養量については、現在の涵

養量の平均は 100mm/yr（繰上他、2008(7)）であり、最終氷期の 4.2 万年～1.2 万年は永久凍土

帯にあった（三浦・平川、1995(8)）こと、過去 12 万年～4.2 万年の間は寒冷化に向かう時期

であり、降雨はほとんどなかったことから、現在と同じ降雨条件は過去 1.2 万年間であり、

過去 12 万年間の平均的な涵養量を（100mm/yr×12000yr）mm/12 万年=10mm/yr と設定した。

化石塩水は、地下水年代が 100 万年超を示すことから、“過去”から“現在”に至るまで深部

においては地下水組成が保持されているものとし、現在観測される塩分濃度分布 C=0.2～0.76
を初期値として与えた。ただし、降水の浸透下限線（図 8.4-8）よりも浅部に関しては降水に

よる洗い出しにより、過去の塩分濃度分布の痕跡が残されていない。しかし、当地域はおお

むね西から東に向かって深部の化石塩水の塩分濃度は減少する傾向にあるが、鉛直方向には

一定しているため、解析上、浅部の初期地下水の組成は、図 8.4-8 のように直下の化石塩水

の組成をそのまま鉛直上方に外挿した。 

 

図 8.4-8 降水の浸透下限（現在）と初期地下水組成の設定 
（C:正規化塩分濃度、降水の浸透下限線より浅部は、深部の塩分濃度から推定） 

 
現在の再現計算のための解析ケースを表 8.4-1 に示す。model-1、model-2 ともに底部境界

を不透水、150ｍ～300m とする各 4 ケースとし、20 万年～100 万年間の非定常計算を行い、

計算結果が最も現在の地下水環境（水圧分布、水質分布）を再現できるケースを選択するこ

ととした。なお、“現在”の再現計算については、MIG2DF と Dtransu-2D・EL(9)の双方のコー

ドを用いて計算し、両者の結果が一致することを確認した。 
 

表 8.4-1 “現在”を再現するための解析ケース 
解析モデ

ル. 解析 case 底部境界 涵養量 計算時間, 

model-1 

Case 1 不透水 

R=10mm/y  

20 万年～100 万年の間で

最も計算結果が観測値と

フィッティングするもの

を抽出 

Case 2 H=150m 
Case 3 H=200m 
Case 4 H=300m 

model-2 

Case 1 不透水 
Case 2 H=150m 
Case 3 H=200m 
Case 4 H=300m 
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（ b ）“現在“～”将来“の計算 
“現在”の再現計算の結果、抽出された水理地質構造モデルの最適ケースを初期条件とし

て、“現在”～“将来”の隆起・侵食を考慮した非定常地下水流動解析を実施した。なお、現

在見られる隆起傾向が過去数 10 万年前後は継続していることから、同様な隆起・侵食を伴う

地形変化は将来 10 万年以上続くものとし、解析上、計算時間を 10 万年とした。初期地下水

組成、初期水圧については、最適モデル、最適ケースによる計算結果を用いた。なお、側方

境界は不透水とし、底部境界については“将来”も“現在”と同様、深部からの水圧が変化

しないとして再現計算の際と同じ水頭値を与えた（図 8.4-9）。解析途中、図 8.4-10 に示すよ

うに侵食による表層部の削剥を模擬したモデルを作成し、地形変化後のモデルに対して前ス

テップの侵食されていない部分の非定常計算結果を受け渡しする必要がある。 

図 8.4-9 地下水流動解析の初期条件（左：全水頭分布、右：塩分濃度） 
 

 
図 8.4-10 “現在”～“将来”の解析方法（model-2 の例） 
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図 8.4-11 “現在”～“将来”の解析における時間ステップ間のデータの受け渡し方法 
 

図 8.4-11 に“現在”～“将来”の解析における時間ステップ間のデータの受け渡し方法を

示す。本来、地表部が侵食されると削剥された部分のメッシュも消失させる必要があるが、

解析上困難であるため、今回は図に示すように全メッシュ数を変えず、鉛直方向にメッシュ

幅を縮めることによりこれに対応することとした。これにより、図の A の節点の水頭値、濃

度は次の時間ステップの A’の初期値として引き継がれることになる。急激にメッシュ幅を

変化させると図に示すように本来 H2 のデータが H1 に引き継がれてしまう場合が生じる。し

かし、今回の解析では時間ステップを短く取ることにより、この弊害を解消することとした。 
幌延周辺の隆起速度はおおむね 0.1～0.3m/千年であり、侵食速度はそれよりも小さいとされ

ている（日本原子力研究開発機構、2011(10)）。したがって、解析上、隆起速度(R)を一定とし

（0.3m/千年）とし、侵食速度(E)を 0m/千年のケースと 0.3m/千年のケース（将来 10 万年間の

削剥量はそれぞれ、0m、30m）とした。また、隆起・侵食に伴い、対象とする岩盤が地表に

接近すれば一般に岩盤内の応力解放によって亀裂が開口し、透水性が増す可能性（吉田、

2012(11)）が指摘されている。当地域の場合、ボーリングコア観察から、浅部ほど高角小断層

の密度が高く、割れ目の連結性が高くなっており、これは地盤の上昇に伴って深部で蓄積さ

れた差応力が解消されたためと推定されている（石井他、2007(12)）。亀裂を含む堆積軟岩は、

亀裂を含まない堆積軟岩と異なり、拘束圧を変化させた場合に透水性が変化するという室内

透水試験結果が知られている。それによると亀裂を含む堆積軟岩の拘束圧を 2MPa 低下させ

ると約 1 桁透水係数が増加するとされており、応力変化による亀裂の透水性の変化がこれに

関係しているものと解釈されている（産業技術総合研究所、2007(13)）。このため、隆起・侵食

による削剥量から考えて対地深度が 150ｍ変化（拘束圧にして 2MPa 程度低下に相当）した場

合、1 桁程度岩盤の透水係数の増加が見込まれる。当地域の場合、10 万年に換算した場合、

隆起・侵食速度を一定とした場合、対地深度は 30ｍ小さくなるため、透水係数は隆起・侵食

速度前に比べて約 1.6 倍になる可能性がある。そこで、上記の侵食速度に応じて岩盤の透水

係数を変化させたケースと変化させないケースとを設定した。表 8.4-2 に“現在”～“将来”

現在の地表面

将来の地表面

隆起 侵食

削剥部分

不透水

例：前の時間ステップＡの
節点の水頭値、塩分濃度
は次の時間ステップのＡ’
に引き継がれる。

侵食に対応するため、
鉛直方向にメッシュ
幅を縮める

★

★

A

A’
Ｈ１

Ｈ２

Ｈ１

Ｈ２
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の解析ケースを示す。Case1 の場合は、侵食速度が 0m/千年の場合であるため、隆起のみの場

合を想定している。Case3 の場合、侵食に伴って表層の地質が削剥され、地質分布が変化する

場合を想定している。ここで Case2 は地表面の侵食に加えて岩盤の透水性も変化させたケー

スである。 
解析に際して、側方境界については“現在”の解析と同様、不透水とし、上方境界は涵養

境界とし、平均的な涵養量は過去～現在と変わらないものとして 10mm/yr を与えた。底部境

界（EL-1500m）についても深部の高圧地下水が将来も保持されるものとして“現在”の計算

で得られた値（H=200m）を与えることとした。 
 

表 8.4-2 “現在”～“将来”の解析ケース 
解析 case 隆起速度(R)、侵食速度(E) 水理パラメータ 
Case 1 R=0.3m/千年,E=0m/千年 隆起・侵食後（10 万年後）、Case1,3:透水係数変化なし、

Case2:透水係数 1.6 倍 Case 2 R=0.3m/千年,E=0.3m/千年 
Case 3 

 
（ c ）塩水/降水境界の設定 

沿岸域に存在する塩水/降水境界は、陸側淡水と海側海水との圧力バランスによって決まる

ものであり、塩分比重にして 1.003～1.005（Cl=2,000～10,000ppm）が境界とされている。し

かし、これは海面変化によって位置が移動する動的平衡下にある塩水と淡水との境界の場合

であり、地層中に取り残された化石塩水と周囲の淡水系地下水によって形成された境界は動

的平衡下にないことが多い。ドイツのゴアレーベンの事例などでは地層の褶曲構造と塩水/降
水境界が一致しており、これは上方から侵入する降水起源の淡水の分布が地質の地質分布に

規制されているためとされている（丸井・安原、1999(14)）。幌延のケースでは、化石塩水と降

水起源の淡水との境界を意味しているため、ここでは塩淡境界と区別する意味で以下、塩水/
降水境界と呼ぶことにする。通常、地下水流速が大きい場においては、侵食速度は無視でき

るぐらいの大きさであるが、仮に低流速場で侵食速度が極端に大きい場を想定した場合、表

層の高透水性層が速く削剥されるため、塩水/降水境界の深度方向への移動が遅れ、核種移行

に影響を与える可能性がある。 
ここでは、8.4.2 以降の核種移行の計算に必要な“現在“～”将来“の塩水/降水境界の位置

を推定するため、まず表 8.4-1 で抽出された最適ケースに対して“現在” の再現計算結果に

おける塩水/降水境界を決定する必要がある。しかし、“現在”の再現計算結果からは塩分濃

度しか得られないため、既往の研究（酒井他、2012(15)）において示されている主成分分析を

用いた塩水/降水境界の位置を塩分濃度と関係づけることとした。主成分分析では、今回と同

じ解析範囲について降水の起源に関する情報を含む水素・酸素同位体比と一般水質の計 7 成

分を用いた分析が行われており、これによって降水の塩水/降水境界が求められている。当地

域の化石塩水は前述のとおり（図 8.4-8 参照）、鉛直方向には塩分濃度が一定しているが、水

平方向に西から東に向かうにつれ塩分濃度は低下（C=0.76→0.2）する傾向がある。そこで、

ボーリング孔ごとに塩水/降水境界位置における直下の化石塩水に対する降水の希釈率を算

出する必要がある。具体的には、図 8.4-12 に示すように、ボーリング地点の化石塩水の塩分

濃度の平均値（Cav）と降水と化石塩水との混合水の塩分濃度（C）との比を淡水化の指標と

し、塩水/降水境界における淡水化率（F=1-C/Cav）をボーリング孔ごとに計算する。HDB-7
孔～SAB-2 孔の 6 孔の位置における淡水化率 F は、図に示すように 0.0～0.15 であり、平均値

（F=0.07）を持って塩水/降水境界（降水の浸透下限）とした。“現在“～”将来“の塩水/降
水境界における淡水化率は”現在“と変わらないものと仮定し、解析によって求められた塩
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分濃度算出値から淡水化率を計算し、F=0.07 となる深度をもって将来の塩水/降水境界とした。 
ちなみに”現在“における塩水/降水境界より上位の降水起源の地下水＋化石塩水を”地下

水 1“とし、塩水/降水境界よりも下位に位置する化石塩水を”地下水 2“とした場合の地下

水組成を表 8.4-3 に示す。表は HDB-7 孔～SAB-2 孔の計 6 孔において観測された地下水デー

タから、地下水 1、地下水 2 に属す地下水の平均値、最大値および最小値を算出したもので

ある。Eh や pH については原位置で測定されたデータが限られ、平均化しているため必ずし

も代表値である保証はない。全体的な傾向として地下水 1 は淡水主体であるため、地下水 2
よりも塩分濃度、Na 他の溶存イオン濃度は低い。地下水 2 は、塩分濃度の最も高い HDB-7
孔において最大 16,000ppm、最も低い SAB-2 孔において 3,100ppm と変化に富んでおり、平均

は 9,000ppm であり、現海水の 1/2 以下である。塩分濃度が最大の HDB-7 孔について現海水

組成と比較すると、重炭酸イオンが 2,500ppm と現海水の 140ppm に比べて高く、一方、硫酸

イオンは 62ppm と現海水の 3,800ppm に比べて低い特徴を持つ。pH、Eh については地下水 2
では一定しており、地下水 1 は降水が混合しているのも関わらず、いずれも地下水 2 と同程

度の値を示している。幌延地域の場合、比較的浅部まで炭質物を含み、黄鉄鉱が安定に存在

していることから、還元環境が保たれているため、地下深部の pH、Eh を保持しているもの

と考えられている。 

 
図 8.4-12 観測データに基づく塩水/降水境界の設定法 

 
表 8.4-3 塩水/降水境界の上下の地下水組成の平均値と最大、最小値 

 （主成分データ：國丸他,2007(16)、pH、Eh：穂刈、2012(17)より引用） 

 
 

試料数n 平均 最大 最小 試料数n 平均 最大 最小
Na(ppm) 2500 6500 8.9 6200 11000 2500 11050
Ca(ppm) 110 380 2.5 170 560 19 422
K(ppm) 100 360 1 160 470 20 416
Mg(ppm) 60 200 0.7 170 1000 19 1326
Cl(ppm) 3100 11000 13 9000 16000 3100 19870
HCO3(ppm) 300 1900 5.5 2300 2500 2200 140
SO4(ppm) 7.7 17 0.2 33 62 0.2 3800
pH 6.8 7.2 6.5 6.3 6.3 6.3
Eh(mV) -210 -180 -230 -210 -210 -210
tota-Fe(ppm) 10 3.3 15 0.0 3 0.1 0.2 0
Si(ppm) 8 23 32 15 3 35 50 27

50 51

12 3

現海水

3 2

地下水2地下水1
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（３）解析結果 
（ a ）“現在“の再現計算結果 
 

 
(a) model-1 

 
(b) model-2 

図 8.4-13  t=20 万年の全水頭分布 
（model-1 model-2 ともに底部境界に H=200m を与えた Case 3 の計算結果例、

WL,WL’：稚内層下部、WM：稚内層中部、WU,WU’：稚内層上部、K：声

問層、Y：勇知層、H1～H3：図 8.4-6 参照） 
 

図 8.4-13 に t=20 万年の model-1、model-2 の全水頭分布、流速分布の例を示す。全水頭値

は計算開始から数千年でほぼ定常に達し、それ以降は変化しない。model-1、model-2 ともに

浅部（WM 以浅、H2 以浅）の地下水は、当地域の東端の最高標高部（EL185m）から西端（EL10m）

に向かって流動しており、途中、大曲断層において地下水が湧出している。一方、model-1、
model-2 の深部（WL(WL’)、H1）は、底部境界に高い水圧を与えているため、涵養域からの

影響というよりは底部境界からの影響を受け、WL、H1 内において高い全水頭値を示してい

る。図 8.4-14 は、model-1 を用いたボーリング孔位置における全水頭分布計算結果（t=20 万

年）、図 8.4-15 は、model-2 を用いた全水頭分布計算結果（t=20 万年）である。図中、HDB
孔における観測結果も併せて示している。図に示すように浅部（WM 以浅、H2 以浅）の水頭

値は解析ケース（Case1～Case4）による違いは見られない。一方、model-1 の WL（WL’）お

よび model-2 の H1 の深部においては、EL-1,000m から H1/H2 境界に向かって全水頭値はほぼ

直線状に低下する傾向を示している。深部における観測値の数は限定されるが、HDB-11 孔、

HDB-1 孔を比較すると少なくとも底部を不透水とした場合（Case1）、計算値は観測値とは一

致しない。しかし、model-1、model-2 とも底部境界に H=200m を与えた Case3 の計算結果が

もっとも観測値に近い結果となっている。 
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図 8.4-14  model-1 を用いた全水頭分布計算結果（Case1～Case4） 
 

 
 

図 8.4-15  model-2 を用いた全水頭分布計算結果（Case1～Case4） 
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図 8.4-16  MVKT による全水頭分布の適合性結果（Case1～Case4） 
 

図 8.4-16 に 6 孔のボーリング地点における計算結果から最適ケースを抽出するため、

MVKT（Model Validation Tool Kit, Hanna et al, 1991(18)）を用いて全水頭値の適合性の検討を行

った。図中、縦軸が規格化平均二乗誤差(NMSE：Normalized Mean Square Error)、横軸が平均

からの偏差(FB：Fractional Bias)である。FB-NMSE 図は観測値と解析値との差異および過大・

過小の程度を表すもので、観測値と解析値が完全に一致する場合、原点にプロットされる。 
FB および NMSE の評価式を以下に示す（観測値 CO、モデルの解析値 CP、上付きのバーは平

均値を表す）。 
 

1) 偏差（FB：Fractional Bias） 

               （式 1） 

2) 規格化平均二乗誤差（NMSE：Normalized Mean Square Error） 

               （式 2） 

3) FB と NMSE の関係式 

                         （式 3） 

 
FB-NMSE 図は、観測値とモデル評価値との間の差異および過大過小評価の程度を表すこと

になる。FB が 0 より大きい場合は過小評価となり、0 より小さい場合は過大評価であること

を示す。通常これら値は-2～2 の範囲をとる。また、式 3 の関係式（放物線）から、FB が与

えられたときの最小の NMSE すなわち平均値に対するデータの分散の程度が評価できる。 
 本解析結果を見ると FB は 0～0.1 の範囲にあるが不透水の場合（Case1）H=300m（Case4）
の NMSE は H=150m（Case2）、H=200m（Case3）に比べると放物線からはずれている。また、

平均値のずれ（FB）に関しては H=200m（Case3）のほうが H=150m（Case2）よりも小さい。

したがって、H=200m の Case3 が最も観測値と整合しているものと考えられる。 
 次に底部境界の全水頭値を H=200m とした場合の塩分濃度の計算結果について示す。 
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図 8.4-17 model-1、Case3 の t=3～60 万年の塩分濃度分布（CNC=0～0.76:正規化塩分濃度） 

 
図 8.4-17 は、model-1、Case3 の t=3、20 万年、60 万年の場合の塩分濃度分布、流速分布で

ある。塩分濃度は現海水の塩分濃度を 1 とした場合の塩分濃度に正規化し示している。図中、

地表からの淡水化は涵養域である解析範囲の東端の WU’から始まり、時間の経過とともに

西方へと進む。t=60 万年では解析範囲の中央やや西側まで淡水化が進む結果となった。 
図 8.4-18 は、model-2、Case3 の t=3、20 万年、60 万年の場合の塩分濃度分布、流速分布で

ある。図中、地表からの淡水化は model-1 と異なり解析範囲全体で始まり、t=60 万年では、

H3の全域がほぼ淡水化しており、H2に関しては解析範囲中央付近まで淡水化が進んでいる。

これは model-2 の H3 の透水係数を model-1 の K（声問層）や Y（勇知層）よりも前に述べた

理由から、やや高めに設定していることによるものと思われる。一方、model-1 では WU の

透水係数を model-2 の H2 に比べてやや高い値としているため、model-1 の中央で早く淡水化

しており、model-2 との違いとして表現されている。 
 図 8.4-19 に model-1、図 8.4-20 に model-2 の各ボーリング孔における塩分濃度計算結果を

示す。model-1 の解析結果と観測値とを比較すると、一部 HDB-11 孔や HDB-3 孔の t=3 万年

前後で計算結果と観測値とが整合するところもあるが、HDB-1 孔や HDB-6 孔など t の値によ

らず、塩分濃度分布が観測値と整合しない孔もある。一方、model-2 に関しては、全体的に深

度方向の塩分濃度分布は観測値と整合的であり、一部 HDB-3 孔を除くとおおむね t=20 万年

前後で観測値と一致している。 
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図 8.4-18  model-2、Case3 の t=3～60 万年の塩分濃度分布（CNC=0～0.76:正規化塩分濃度） 
 

 

図 8.4-19  model-1、Case3 の t=3～30 万年の塩分濃度計算結果（CNC:正規化塩分濃度） 
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図 8.4-20  model-2、Case3 の t=3～60 万年の塩分濃度分布計算結果（CNC:正規化塩分濃度） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 8.4-21  MVKT による塩分濃度の適合性結果 
（左図：model-1、右図：model-2、数値の単位は万年） 

 
図 8.4-21は、model-1、model-2のMVKTによる塩分濃度の適合性に関する検討結果である。

model-1 と model-2 を比較した場合、全水頭と異なり観測値自体のばらつきが大きく、いずれ

も観測値からの分散の程度を示す NMSE に大きな差はない（0.2～0.5）が、平均値からのず

れである FB は model-1 に関しては全体的に大きく負の方向にずれている。一方、model-2 の

場合、t=20 万年のケースは FB が最も 0 に近い値を示しており、NMSE も他の時間に比べて

小さい値を示している。これらのことから、model-2 の t=20 万年のケースが最も解析結果の

観測値への適合性が高いものと考えられる。 
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表 8.4-4 “現在”の再現計算の解析ケースと評価結果 
解析モ

デル. 
解析

case 
底部境界 

全水頭分布

による評価

結果 

塩分濃度分布による評価 

3 万年 10 万年 20 万年 30 万年 60 万年 

model-1 

Case 1 不透水 × - - - - - 
Case 2 H=150m △ - - - - - 
Case 3 H=200m ○ × × × × - 
Case 4 H=300m × - - - - - 

model-2 

Case 1 不透水 × - - - - - 
Case 2 H=150m △ - - - - - 
Case 3 H=200m ○ × △ ○ × × 
Case 4 H=300m × - - - - - 

    表中の〇、△、×は全水頭、濃度分布個々の評価内における相対的な評価判定  

 
表 8.4-4 に全水頭分布、塩分濃度の解析結果の観測値への適合性の検討結果を示す。全水

頭分布、塩分濃度ともに観測値と整合するのは model-2 の Case3 の t=20 万年であり、当地域

は陸化後、地表からの淡水の侵入が始まってから、計算上は約 20 万年経過している結果とな

った。解析結果については、MIG2DF と Dtransu-2D・EL(9)とが同じ結果になることから、解

析コードによるこの結果に違いはないものと判断した。図 8.4-22 は t=20 万年の model-2 の

Case3 の塩分濃度解析結果を比較した例である。赤線は前述の方法に従い設定した塩水/降水

境界である。ここで抽出された“現在”モデルの model-2 の Case3 の計算結果が現在の全水

頭分布、塩分濃度分布の観測値を再現できているものとし、“現在”～“将来”の解析の初期

条件として与え、隆起・侵食後の全水頭分布、塩分濃度分布の変化を計算することとした。 
 

 

 
 

図 8.4-22  model-2 の Case3 の“現在”の塩分濃度解析結果 
（上図：Dtransu-2D・EL、下図：MIG2DF、色は正規化塩分濃度 C=0～0.76、 

赤線：“現在”の塩水/降水境界） 
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（ b ）“現在“～”将来“の計算結果 

 

 
図 8.4-23  Case2 の 1 万年後（上図）と 6 万年後（下図）の流跡線図 

 
図 8.4-23にCase2の 1万年後と 6万年後の流跡線図の例を示す。図に示すように 1万年後、

6 万年後ともに P1、P2、P5 の流跡線はほとんど変化しないのに対して P3、P4 は地表面の削

剥の影響を受け、6 万年では P1 の流出点付近から東へ約 1km 移動している。6 万年以降、流

跡線は 6 万年とほぼ同じ結果となった。 
図 8.4-24 に P1～P5 の地下水流跡線における平均実流速と図 8.4-25 に P1～P5 の地下水移

行距離の時間変化を示す。Case1 と Case3 の地下水流速は時間の経過とともにほぼ横ばいとな

っている。一方、Case2 は時間とともに解析上、透水係数を対地深度の変化とともに増加させ

ているケースであり、地下水流速は 0 年に比べて 10 万年後は、1.8～2.3 倍に増加している。

地下水移行距離は、P1 と P2、P5 は一定で時間変化はない。ただし、P3 では、Case2 におい

て 5 万年に、P4 では、Case2 で 1 万年と Case3 では 5 万年に移行経路が急激に短くなる。こ

れは、図 8.4-23 に示したように侵食による地表部の削剥が進み、地下水の流出点が東に移動

するためと考えられる。 
上記の計算結果から、隆起・侵食による流跡線への影響は地表部のみであり、地下深部へ

の影響は小さい。一方、流速については、隆起・侵食による削剥だけでは地点に関係なく、

ほとんど影響を受けず、対地深度の変化により周辺母岩の透水性が変化した場合にのみ影響

を受けることが示された。 
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図 8.4-24  P1～P5 の 10 万年後までの地下水流速の経時変化 

 

 
 

図 8.4-25  P1～P5 の 10 万年後までの地下水移行距離の経時変化 
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図 8.4-26  現在（赤）、5 万年後（青）、10 万年後（緑）の塩水/降水境界 

 
図 8.4-26 に Case1～Case3 の現在、5 万年後、10 万年後の塩水/降水境界の計算結果を示す。

図に示すように塩水/降水境界は Case 間の違いはなく、5 万年後東端の涵養域においては H1
の上部、西端の HDB-7 孔付近においては H2 の中部まで移動しており、10 万年後はそれより

もわずかに下方に移動するが、ほとんど 5 万年後の位置と変化していない。この結果、塩水/
降水境界に関しては、隆起・侵食による地表面の削剥による地形変化、および H1～H3 の透

水性の変化による影響はほとんど見られないという結果が示された。 
また、P1 及び P2 に関しては、0 年における塩水/降水境界の計算結果から、処分場位置に

おける地下水環境条件が塩水系条件となるため、処分場位置と塩水/降水境界の関係から、処

分場が 10 万年の間に降水系条件に切り替わる時間を求めることとした。P1 及び P2 の各解析

ケースにおける処分場位置と塩水/降水境界の関係を図 8.4-27 に示す。この図からわかるよう

に、P1 については、処分場位置と塩水/降水境界の初期位置が近いため、0 年から 1 万年まで

の間に塩水/降水境界が処分場位置よりも下側に到達するため、処分場位置と塩水/降水境界位

置に関して、0 年と 1 万年の値を基に、処分場位置と塩水/降水境界位置が同じに位置になる

時間を Case1、2、3 に対して求めた。その結果、Case1 が約 6,700 年、Case2 が約 5,900 年、

Case3 が約 6,200 年となったため、処分場位置での地下水環境条件が変化する時間は、Case1
を 7,000 年、Case2 及び Case3 を 6,000 年と設定した。一方、P2 については、10 万年間で淡水

系条件に切り替わることがなかったため、以降の緩衝材変質・間隙水組成の変遷評価におけ

る評価期間である 10 万年の間はすべて塩水系条件となるものとして評価を行うものとした。 
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以上より、緩衝材変質・間隙水組成の変遷評価において実施する解析ケースを整理すると、

以下のようになる。 
 CaseA：10 万年間、降水系条件（地下水 1）、P3～5 の全地下水流動解析ケース（Case1

～3）に対応 
 CaseB：10 万年間、塩水系条件（地下水 2）、P2 の全地下水流動解析ケース（Case1～3）

に対応 
 CaseC：7,000 年まで塩水系条件（地下水 2）→7,000 年以降は降水系条件（地下水 1）、

P1 の地下水流動解析ケース 1 に対応 
 CaseD：6,000 年まで塩水系条件（地下水 2）→6,000 年以降は降水系条件（地下水 1）、

P1 の地下水流動解析ケース 2 及び 3 に対応 
 

 
(a1) P1：Case1 

 
(a2) P2：Case1 

 
(b1) P1：Case2 

 
(b2) P2：Case2 

 
(c1) P1：Case3 

 
(c2) P2：Case3 

図 8.4-27 P1 及び P2 の各解析ケースにおける処分場位置と塩水/降水境界の関係 
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（４）まとめ 
我が国の地質環境特性を勘案し、現実的な地層処分サイトを想定した隆起・侵食シナリオ

を設定し、隆起・侵食速度のパラメータを変化させた場合の母岩の地下水流動に与える影響

を評価するため、感度解析を実施した。平成 24 年度は、幌延を対象事例として、隆起・侵食

による地表面の削剥によって母岩の対地深度が変化した場合を想定して、母岩周辺の地下水

流速、化学環境（塩水/降水境界等）に及与える影響について解析的検討を実施した。解析は、

過去～現在までの地下水流動解析を実施し、“現在”を再現した後、将来 10 万年後までの隆

起・侵食に伴う地表面の削剥を模擬したモデルを設定し、地下水流速、塩分濃度を計算した。 
解析ケースは、隆起・侵食速度ともに 0m/yr のケース（Case1）、隆起速度と侵食速度を同

じとし、0.3m/yr で与えたケース（Case3）、および隆起速度と侵食速度ともに 0.3m/yr とし、

対地深度の変化とともに岩盤の透水係数を 1.6 倍/10 万年の割合で増加させた（Case2）3 ケー

スとした。今回の解析結果から、隆起・侵食に伴って地表面が削剥されただけでは（Case1、
Case3 参照）地下水流速はほとんど変化せず、岩盤の透水係数を増加させた Case2 の場合のみ

変化する結果となった。また、塩水/降水境界は、将来 10 万年の間に約 100～300m 低下する

が、Case 間による違いはないという結果となった。 
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8.4.2 緩衝材変質・間隙水組成の変遷評価 
8.4.1 の評価結果を考慮し、MC-BUFFER を用いて地層処分施設としてオーバーパック－緩

衝材－支保工とした条件設定にて緩衝材変質評価計算を実施した。 
 
（１）解析条件 

解析体系は 8.3.1 項と同様に、HLW を模擬した１次元解析体系とし、オーバーパック 19cm、

緩衝材 70cm、支保工 60cm とした。境界条件についても 8.3.1 項と同様とし、人工バリアの外

側に EDZ を設定した。解析評価時間は 10 万年とし、タイムステップは１カ月と設定した。 
温度については、第２次 TRU レポートにて考慮されている 25℃定温とした。EDZ に設定

する地下水組成については、塩水/降水境界より上側を降水系地下水とし、下側を塩水系地下

水として、それぞれ 8.4.1 項にて示した幌延実環境の地下水 1 及び地下水 2 の平均値を用いた。

本解析における幌延地下水組成を表 8.4-5 に示す。 
鉱物組成および評価モデル、熱力学データベースについても、8.3.1 項で用いた設定を踏襲

し、各領域における初期間隙率についても同様に設定を行った。 
 

表 8.4-5 幌延地下水組成 
降水系地下水   塩水系地下水  

Temparature 25 ℃  Temparature 25 ℃ 

pH 6.8    pH 6.3  

Eh -210 mV  Eh -210 mV 

Na 9.74E-02 mol/L  Na 3.37E-01 mol/L 

K 2.56E-03 mol/L  K 4.09E-03 mol/L 

Ca 2.75E-03 mol/L  Ca 4.24E-03 mol/L 

Mg 2.47E-03 mol/L  Mg 6.99E-03 mol/L 

C 2.50E-02 mol/L  C 1.92E-01 mol/L 

S 9.60E-04 mol/L  S 1.03E-03 mol/L 

Cl 9.00E-02 mol/L  Cl 2.61E-01 mol/L 

Fe 2.36E-04 mol/L  Fe 1.79E-06 mol/L 

Si 3.34E-03 mol/L  Si 1.74E-03 mol/L 

 
（２）解析ケース 

解析ケースについては、上述した地下水特性について２ケース、また、8.4.1 項にて決定し

た隆起・侵食による地下水特性の水質変更として、7 千年で塩水系から降水系に切り替わる

ケースと、6 千年で塩水系から降水系に切り替わるケースの 2 ケースを設定した。 
 

表 8.4-6 解析ケース 

ケース 
温度 

[℃] 

地下水系 

[-] 

支保工厚さ 

[cm] 

間隙水特性 

[-] 

A 幌延降水系地下水 25 降水系 60 純水、無酸素 

B 幌延塩水系地下水 25 塩水系 60 純水、無酸素 

C 地下水質変遷（7,000 年） 25 塩水系→降水系 60 純水、無酸素 

D 地下水質変遷（6,000 年） 25 塩水系→降水系 60 純水、無酸素 
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（３）解析結果 

（２）項にて設定した解析ケースについて、解析結果を示す。解析結果のグラフについて

は、8.3.2 項と同じように、経時変化分布および空間分布について示した。 
 

（ a ）幌延降水系地下水 
降水系地下水についての解析結果を、図 8.4-28～図 8.4-31 に示す。経時変化分布をみると、

有効モンモリロナイト密度は、10 万年後で 0.72g cm3まで低下しており、それに伴い透水係数

も 5.0E-12m s-1まで上昇する結果となった。pHd も 10 年後～30 年後に pH にだいぶ近づくが

不動態の判定までは至らず、全期間において全面腐食の判定となった。 
空間分布では、1 万年後の固相において、緩衝材－支保工境界での支保工側と EDZ 境界に

て間隙が閉塞しており、支保工内部に向かって閉塞が進行している結果がみられた。これは、

8.3.2 項では見られなかった現象であり、地下水特性の違いでも間隙閉塞傾向が変化すること

を示唆している。その後、緩衝材－支保工境界における間隙閉塞は解消されていくが、EDZ
境界側では、10 万年後で支保工約 30cm まで到達する結果となった。また、本ケースで特徴

的なのは、支保工領域に Pyrite が一様に形成していることが挙げられる。当初から Pyrite の

安定領域であることから、地下水からの S との反応で Pyrite が生成し、支保工領域内に一様

に形成されると推測される。しかし、約 3 万年後に Magnetite の安定領域になることで H 濃

度が上昇し、Eh が低下する。これにより Pyrite 生成が終息し、S 濃度が上昇していると考え

られる。その後、オーバーパック側から Magnetite へと変遷が進行していくが、10 万年後で

は変遷途中のため、Pyrite がまだ一様に形成しているものと推測される。なお、8.3.2 項では

長くて約 3 万年で消滅していた CSH は、本ケースでは約 6 万年まで存在する結果となった。

これは、上述にもあるように、支保工領域内で間隙閉塞が促進されているため、物質移行に

影響を及ぼしていることが原因と考えられる。 
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 透水係数・拡散係数・有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度・間隙率 酸化還元電位 

 
 

  
 塩化物ｲｵﾝ・炭酸ｲｵﾝ・炭酸水素ｲｵﾝ・溶存酸素濃度 pHd・pH 

 
 

  
 炭素鋼腐食に起因するイオン種濃度 

 
図 8.4-28 緩衝材領域における経時変化分布（ケース A、降水系） 
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 初期 5,000 年後 

   
 10 年後 10,000 年後 

   
 100 年後 50,000 年後 

   
 1,000 年後 100,000 年後 

 
  図 8.4-29 全領域における固相空間分布（ケース A、降水系） 
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 初期 5,000 年後 

   
 10 年後 10,000 年後 

   
 100 年後 50,000 年後 

   
 1,000 年後 100,000 年後 

 
  図 8.4-30 全領域における液相空間分布（ケース A、降水系） 
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 初期 5,000 年後 

   
 10 年後 10,000 年後 

   
 100 年後 50,000 年後 

   
 1,000 年後 100,000 年後 

 
図 8.4-31 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（ケース A、降水系） 
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（ b ）幌延塩水系地下水 
降水系地下水についての解析結果を、図 8.4-32～図 8.4-35 に示す。経時変化分布では有効

モンモリロナイト密度をみると、3,000 年後から変化がなく、モンモリロナイトがそれ以降溶

解していないことを示している。これは、早い段階でアルカリ成分が枯渇していることが考

えられ、pH が 1 千年後から 2 千年後にかけて急激に低下していることから、このことを示唆

しており、原因としては CSH が消滅したことによるものと考えられる。また、それに伴い

C(4)が増加し、Eh も約-530mV から-220mV に急上昇していることから CSH 消滅の影響を受

けているものと推測される。この影響は固相空間分布からも観察することができる。1,000 年

後の時点で緩衝材領域にて Analcime・Sepiolite が一様に存在しているのが確認できるが、5,000
年後にはこれら鉱物が消滅し、AS4H が支保工から緩衝材まで一様に生成していることがわ

かる。さらに、同時期にオーバーパック領域の鉄系二次鉱物である Magnetite が Siderite に変

遷していることがわかった。Siderite は 8.3.2 項のケースおよび平成 23 年度では生成しなかっ

た鉱物であり、pH が急激に下がるとともに、Eh が急上昇したことにより Siderite の安定領域

となったもの推測される。また、1,000 年後の液相では、緩衝材領域の Mg 濃度が 1.0E-8 mol L-1

オーダーであったが、5,000 年後には 1.0E-2 mol L-1オーダーまで著しく上昇していることが

わかる。これも CSH 消滅の影響を受けているものと考えられ、Sepiolite が消滅したことによ

り Mg の受け口がなくなってしまい、EDZ から流入する地下水の Mg 濃度が支配的になって

いるものと推測される。この高い Mg 濃度は、ガラスの溶解速度に影響を与える可能性があ

り、これについては後述のガラス溶解速度評価にて検討する。 
pHd 判定については、降水系地下水同様、全期間において全面腐食の判定となった。 
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 透水係数・拡散係数・有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度・間隙率 酸化還元電位 

 
 

  
 塩化物ｲｵﾝ・炭酸ｲｵﾝ・炭酸水素ｲｵﾝ・溶存酸素濃度 pHd・pH 

 
 

  
 炭素鋼腐食に起因するイオン種濃度 

 
図 8.4-32 緩衝材領域における経時変化分布（ケース B、塩水系） 
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 初期 5,000 年後 

   
 10 年後 10,000 年後 

   
 100 年後 50,000 年後 

   
 1,000 年後 100,000 年後 

 
  図 8.4-33 全領域における固相空間分布（ケース B、塩水系） 
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 初期 5,000 年後 

   
 10 年後 10,000 年後 

   
 100 年後 50,000 年後 

   
 1,000 年後 100,000 年後 

 
  図 8.4-34 全領域における液相空間分布（ケース B、塩水系） 
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 初期 5,000 年後 

   
 10 年後 10,000 年後 

   
 100 年後 50,000 年後 

   
 1,000 年後 100,000 年後 

 
図 8.4-35 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（ケース B、塩水系） 
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（ c ）地下水質変遷（7,000 年） 
地下水質変遷（7,000 年）についての解析結果を、図 8.4-36～図 8.4-39 に示す。有効モン

モリロナイト密度の経時変化では、ケース B と比較すると、全期間ほぼ一致した結果となっ

ている。これは、（ｂ）項で述べたとおり、3,000 年で支保工のアルカリ成分が枯渇したこと

でモンモリロナイトの溶解が終息したためであり、7,000 年で降水系に切り替わったとしても

溶解が進まないことを示唆している。また、透水係数では、地下水質が切り替わる 7,000 年

後までは 1.0E-11m s-1オーダーとケース B と同じ結果を示すが、それ以降は 1.0E-12m s-1オー

ダーと 1 オーダー低い値を示している。有効モンモリロナイト密度と温度はケース B とほぼ

一致した結果を示していることから、地下水質のイオン強度により透水係数が低下したもの

と考えられる。炭素鋼腐食に起因するイオン種濃度をみると、7,000 年頃から 1 万 6 千年まで

S(6)および S(-2)濃度が低下していることがわかる。これは地下水質が切り替わった影響によ

るものであり、S が Pyrite の生成により消費されているものと考えられる。さらに、1 万 6 千

年以降の S(6)濃度は 1.35E-13mol L-1から 2.74E-10mol L-1に、S(-2)濃度は 5.07E-8mol L-1から

5.06E-5mol L-1に著しく上昇している。また、Eh の低下、pH の上昇も同時期にみられること

から、これらの現象は相互作用しているものと考えられる。推測ではあるが、オーバーパッ

ク領域に生成している Siderite が Calcite に変遷したことで Ca 濃度が低下し、その Fe の受け

口は AS4H を消費しながら Magnetite として生成しているものと考えられる。また、AS4H か

ら放出される Si は Sepiolite を形成し、Al は間隙水へと溶けることにより Al 濃度を上げてい

ると考えられ、液相空間分布での 1 万年後と 5 万年後の Al 濃度の上昇はこれを示しているの

ではないかと推測した。さらに、C が Calcite を形成することにより C 濃度を下げ pH の上昇

に繋がっているものと考えられる。pH の上昇は Pyrite が安定領域から外れる起因となったた

め、S の受け口がなくなったために S(6)および S(-2)濃度が上昇し、Eh が下げているものと考

えられる。 
空間分布では、10 万年後固相のオーバーパック境界に生成する鉄系二次鉱物が caseB では

Siderite であったのに対し、本ケースでは Magnetite が生成している以外は、ほぼ同傾向を示

していることがわかった。10 万年後の液相では、この時期の地下水組成と同じ caseA と比較

すると、Mg 濃度が高く、かつ Ca 濃度が低いことから OH-濃度が低いことがわかる。Mg は、

（ｂ）で述べたとおり、Sepiolite が消滅したことで受け口がなくなり、EDZ から流入する地

下水組成の Mg が緩衝材まで到達しているものと考えられる。 
pHd 判定については、前項２ケース同様、全期間において全面腐食の判定となった。 
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 透水係数・拡散係数・有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度・間隙率 酸化還元電位 

 
 

  
 塩化物ｲｵﾝ・炭酸ｲｵﾝ・炭酸水素ｲｵﾝ・溶存酸素濃度 pHd・pH 

 
 

  
 炭素鋼腐食に起因するイオン種濃度 

 
図 8.4-36 緩衝材領域における経時変化分布（ケース C、塩水系 7000 年→降水系） 
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 初期 5,000 年後 

   
 10 年後 10,000 年後 

    
 100 年後 50,000 年後 

   
 1,000 年後 100,000 年後 

 
図 8.4-37 全領域における固相空間分布（ケース C、塩水系 7000 年→降水系） 
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 初期 5,000 年後 

   
 10 年後 10,000 年後 

   
 100 年後 50,000 年後 

   
 1,000 年後 100,000 年後 

 
図 8.4-38 全領域における液相空間分布（ケース C、塩水系 7000 年→降水系） 
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 初期 5,000 年後 

   
 10 年後 10,000 年後 

   
 100 年後 50,000 年後 

   
 1,000 年後 100,000 年後 

 
図 8.4-39 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（ケース C、塩水系 7000 年→降水系） 
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（ d ）地下水質変遷（6,000 年） 
地下水質変遷（6,000 年）についての解析結果を、図 8.4-40～図 8.4-43 に示す。7,000 年で

地下水質が切り替わる caseC と比較すると、ほぼ同様結果となった。透水係数や Eh の低下す

る時期などが、地下水質切り替わりに依存して約 1,000 年早い時期となっているが、殆ど大

差のない結果となっている。これは前項でも述べたが、塩水系での期間においてアルカリ成

分が枯渇することによりモンモリロナイトの溶解が抑制されたことが起因となっており、そ

れ以降の人工バリア変遷挙動において、地下水質変遷は殆ど影響を与えないことを示唆した。 
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 透水係数・拡散係数・有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度・間隙率 酸化還元電位 

 
 

  
 塩化物ｲｵﾝ・炭酸ｲｵﾝ・炭酸水素ｲｵﾝ・溶存酸素濃度 pHd・pH 

 
 

  
 炭素鋼腐食に起因するイオン種濃度 

 
図 8.4-40 緩衝材領域における経時変化分布（ケース D、塩水系 6000 年→降水系） 
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 初期 5,000 年後 

   
 10 年後 10,000 年後 

   
 100 年後 50,000 年後 

   
 1,000 年後 100,000 年後 

 
図 8.4-41 全領域における固相空間分布（ケース D、塩水系 6000 年→降水系） 
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 初期 5,000 年後 

   
 10 年後 10,000 年後 

   
 100 年後 50,000 年後 

   
 1,000 年後 100,000 年後 

 
図 8.4-42 全領域における液相空間分布（ケース D、塩水系 6000 年→降水系） 

1E-10

1E-9

1E-8

1E-7

1E-6

1E-5

1E-4

1E-3

1E-2

1E-1

1E+0

1E+1

-0.19 0.56

液
相

濃
度

[m
o
l/

l]

Al

C

Ca

Cl

Fe

K

Mg

Na

S

Si

OH-

OP ベントナイト系緩衝材 セメント系材料
地
下
水

1E-10

1E-9

1E-8

1E-7

1E-6

1E-5

1E-4

1E-3

1E-2

1E-1

1E+0

1E+1

-0.19 0.56

液
相

濃
度

[m
o
l/

l]

Al

C

Ca

Cl

Fe

K

Mg

Na

S

Si

OH-

OP ベントナイト系緩衝材 セメント系材料
地
下
水

1E-10

1E-9

1E-8

1E-7

1E-6

1E-5

1E-4

1E-3

1E-2

1E-1

1E+0

1E+1

-0.19 0.56

液
相

濃
度

[m
o
l/

l]

Al

C

Ca

Cl

Fe

K

Mg

Na

S

Si

OH-

OP ベントナイト系緩衝材 セメント系材料
地
下
水

1E-10

1E-9

1E-8

1E-7

1E-6

1E-5

1E-4

1E-3

1E-2

1E-1

1E+0

1E+1

-0.19 0.56

液
相

濃
度

[m
o
l/

l]

Al

C

Ca

Cl

Fe

K

Mg

Na

S

Si

OH-

OP ベントナイト系緩衝材 セメント系材料
地
下
水

1E-10

1E-9

1E-8

1E-7

1E-6

1E-5

1E-4

1E-3

1E-2

1E-1

1E+0

1E+1

-0.19 0.56

液
相

濃
度

[m
o
l/

l]

Al

C

Ca

Cl

Fe

K

Mg

Na

S

Si

OH-

OP ベントナイト系緩衝材 セメント系材料
地
下
水

1E-10

1E-9

1E-8

1E-7

1E-6

1E-5

1E-4

1E-3

1E-2

1E-1

1E+0

1E+1

-0.19 0.56

液
相

濃
度

[m
o
l/

l]

Al

C

Ca

Cl

Fe

K

Mg

Na

S

Si

OH-

OP ベントナイト系緩衝材 セメント系材料
地
下
水

1E-10

1E-9

1E-8

1E-7

1E-6

1E-5

1E-4

1E-3

1E-2

1E-1

1E+0

1E+1

-0.19 0.56

液
相

濃
度

[m
o
l/

l]

Al

C

Ca

Cl

Fe

K

Mg

Na

S

Si

OH-

OP ベントナイト系緩衝材 セメント系材料
地
下
水

1E-10

1E-9

1E-8

1E-7

1E-6

1E-5

1E-4

1E-3

1E-2

1E-1

1E+0

1E+1

-0.19 0.56

液
相

濃
度

[m
o
l/

l]

Al

C

Ca

Cl

Fe

K

Mg

Na

S

Si

OH-

OP ベントナイト系緩衝材 セメント系材料
地
下
水



 - 8-156 -

  
 初期 5,000 年後 

   
 10 年後 10,000 年後 

   
 100 年後 50,000 年後 

   
 1,000 年後 100,000 年後 

 
図 8.4-43 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（ケース D、塩水系 6000 年→降水系） 
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（４）各評価へのデータリンケージ 
（３）項の解析結果より、各評価へ人工バリア解析データの提供を行った。提供するリン

ケージデータについては、8.3.2 に示したデータを提供した。 
 

（５）まとめ 
8.4.1 にて整理された４ケースについて、緩衝材変質評価計算を実施した。塩水系地下水を

用いた caseB において、オーバーパック付近の緩衝材間隙水の Mg 濃度が 5,000 年後に 1.0E-2 
mol L-1 オーダーまで著しく上昇している結果となった。また、caseC および caseD について

も、塩水系地下水環境が 5,000 年以上継続していることから、caseB と同様の結果となった。

これは、CSH が消滅したことが要因と考えられ、Sepiolite が消滅したことにより Mg の受け

口がなくなり、EDZ から流入する地下水の Mg 濃度が支配的になったものと推測される。こ

の Mg 濃度が高い緩衝材間隙水は、ガラスの溶解速度に影響を与える可能性が示唆された。 
 

8.4.3 炭素鋼オーバーパックの腐食寿命解析 
8.4.2 で実施した隆起・侵食のシナリオを対象とした間隙水組成の解析結果に基づいて、炭

素鋼オーバーパックの腐食形態を判断するとともに、判断した腐食形態に基づいたオーバー

パックの破損時間を評価した。なお、モデルの概要及び設定パラメータは 8.3.2 を参照する。 
腐食寿命解析の結果、8.4.2 における緩衝材変質・間隙水組成の変遷評価結果から解析によ

って得られた 3 ケースのすべての水質条件に対して pH＜pHdとなり、局部腐食は発生しない

結果となった。オーバーパック表面に酸素は到達しないため、還元性雰囲気で腐食が進行す

る。次に、炭酸塩応力腐食割れは、オーバーパック近傍の炭酸塩濃度が比較的低く、オーバ

ーパック表面に溶存酸素が到達しないため腐食電位が低く保たれることから、すべてのケー

スに対して発生しない結果となった。 
以上から、隆起・侵食シナリオを対象とした評価では、オーバーパックの腐食寿命は 4,000

年と設定する。 
 
8.4.4 ガラス溶解速度評価 

8.3.3 と同様の手法でガラス固化体の溶解速度設定を行った。8.4.3 の炭素鋼オーバーパック

の腐食寿命解析結果をふまえて、ガラス固化体の溶解が開始する時期は 4,000 年目とした。 
その結果、CaseA が Stage II での溶解速度 0.0016 g/m2/day、Case B が Stage I での溶解速度

0.013 g/m2/day とした。CaseC は 8.4.1 の隆起・侵食シナリオの解析結果を踏まえて、CaseC の

4,000 年～7,000 年が Stage I での溶解速度 0.013 g/m2/day、7,000 年以降は Stage II での溶解速

度 0.0016 g/m2/day、CaseD の 4,000 年~6,000 年が Stage I での溶解速度 0.013 g/m2/day、6,000
年以降は Stage II での溶解速度 0.0016 g/m2/day を設定した。 
 
8.4.5 核種移行パラメータ 

8.4.2 で実施した隆起・侵食のシナリオを対象とした間隙水組成の解析結果に基づいて、核

種移行パラメータを評価した。評価したパラメータは、核種の溶解度、緩衝材中での拡散係

数および緩衝材への収着分配係数である。対象核種は Cs および Se とした。評価手法は 8.3.4
に示したとおりである。解析結果を図 8.4-44～図 8.4-46 に示す。 
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・ケースＡ (幌延降水） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ケースＢ (幌延塩水） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ケースＣ (幌延塩水→降水；7000 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ケースＤ (幌延塩水→降水；6000 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 8.4-44 Se 溶解度の経時変化 
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・ケースＡ (幌延降水） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ケースＢ (幌延塩水） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ケースＣ (幌延塩水→降水；7000 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ケースＤ (幌延塩水→降水；6000 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 8.4-45 Cs と Se の拡散係数の経時変化 
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・ケースＡ (幌延降水） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ケースＢ (幌延塩水） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ケースＣ (幌延塩水→降水；7000 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ケースＤ (幌延塩水→降水；6000 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 8.4-46 Cs と Se の分配係数の経時変化 
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8.4.6 ニアフィールド地下水流動 
緩衝材変質の進行に伴う緩衝材中の地下水流速の変化を評価するため、「8.4.2 緩衝材変

質・間隙水組成の変遷評価」において評価された変質した緩衝材中の透水係数及び間隙率の

空間的・時間的変化の条件を基に、多孔質系媒体中の地下水流動解析コード MIG2DF(1)を用い

て、変質した緩衝材及びその周辺岩盤を解析領域とする地下水流動解析を実施した。さらに、

GSRW-PSA による人工バリア内の 1 次元核種移行解析の入力の 1 つとなる緩衝材中の地下水

流速を決定するため、地下水流動解析の結果に対し、緩衝材中に設定した粒子に対するトラ

ジェクトリ解析を行い、その結果から緩衝材中の実流速を決定した。以下に、その解析条件、

解析結果について述べる。 
 
（１）解析条件 

本解析では、8.3.5 と同様に、第 2 次取りまとめ(2)における人工バリアの仕様設定（処分孔

竪置き方式）を基に、計算体系として 1 つの処分孔を対象とした水平断面の 2 次元体系を考

えるものとし、地下水流動解析のモデル概念図（図 8.3-49）や解析条件も 8.3.5 と同様である。

ただし、岩盤（母岩）に関しては、8.4.1 で考慮した透水係数の空間分布（処分場位置周辺の

水理区分 H1、H2）及び時間変化（Case2 のみ）を基に設定した。 
また、緩衝材に対しては、「8.4.2 緩衝材変質・間隙水組成の変遷評価」において、CaseA

～CaseD の 4 ケース（表 8.4-7 参照）について緩衝材変質の変遷を評価しており、その緩衝

材中の透水係数及び間隙率の空間的・時間的変化の解析結果をもとに水理パラメータを設定

した。なお、炭素鋼オーバーパックの核種閉じ込め機能の継続期間が、「8.4.2 炭素鋼オーバ

ーパックの腐食寿命解析」において、CaseA から D すべて 4,000 年と評価されたため、すべ

てのケースで 4,000 年以降の透水係数及び間隙率の計算結果を使用した。CaseA～CaseD にお

ける処分場閉鎖後 4,000 年及び 10 万年後の緩衝材中の透水係数及び間隙率の空間分布を図 
8.4-47 に示す。 

さらに、後述の 8.4.7 の核種移行解析ケースに対応させるため、8.4.1 の地下水流動解析ケ

ースの 3 ケース（Case1～3）の処分場（P1～5）ごとに、上記の緩衝材変質に関する 4 ケース

（CaseA～D）のうちどれに該当するかを判断し、緩衝材変質の変遷に関する解析結果と岩盤

に関する透水係数の空間分布及び時間変化を組合せて、ニアフィールドの地下水流動解析を

行った。最終的なニアフィールド地下水流動解析の解析ケースの一覧を表 8.4-8 に示す。な

お、地下水流動解析ケースのうち、Case1 と Case3 に関しては、解析条件が同一で同じ解析結

果となるため、解析結果は Case1&3 としてまとめて示す。 
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表 8.4-7 緩衝材変質・間隙水組成の変遷評価における解析ケース一覧 

緩衝材

変質解

析ケー

ス 

温度 

（℃） 

支保工厚さ 

（cm） 
地下水系特性 初期間隙水特性 

A 25 60 幌延降水系・無酸素 純水・無酸素 

B 25 60 幌延塩水系・無酸素 純水・無酸素 

C 25 60 

幌延塩水系・無酸素（～7 千年） 

↓ 

幌延降水系・無酸素（7 千年～） 

純水・無酸素 

D 25 60 

幌延塩水系・無酸素（～6 千年） 

↓ 

幌延降水系・無酸素（6 千年～） 

純水・無酸素 

 
表 8.4-8 ニアフィールド地下水流動解析の解析ケース一覧 

地下水 

流動解析 

ケース 

処分場 

位置 

該当する 

緩衝材変質 

解析ケース 

処分場位置 

における 

水理区分 

解析ケース概要 備考 

1 

P1 C H2 処分場領域における緩衝材中の

透水係数と間隙率の空間分布及

び時間変化を考慮、岩盤（母岩）

の透水係数は各水理区分におけ

る初期値で一定 

- 

P2 B H1 - 

P3 A H2 - 

P4 A H2 - 

P5 A H1 - 

2 

P1 D H2 処分場領域における緩衝材中の

透水係数と間隙率の空間分布及

び時間変化を考慮、岩盤（母岩）

の透水係数は各水理区分におけ

る時間変化を考慮 

- 

P2 B H1 - 

P3 A H2 - 

P4 A H2 - 

P5 A H1 - 

3 

P1 D H2 

処分場領域における緩衝材中の

透水係数と間隙率の空間分布及

び時間変化を考慮、岩盤（母岩）

の透水係数は各水理区分におけ

る初期値で一定 

Case1 の P1

と同じとした 

P2 B H1 
Case1 の P2

と同じとした 

P3 A H2 
Case1 の P3

と同じとした 

P4 A H2 
Case1 の P4

と同じとした 

P5 A H1 
Case1 の P5

と同じとした 
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(a1) CaseA（4,000 年後） 

 
(a2) CaseA（10 万年後） 

 
(b1) CaseB（4,000 年後） 

 
(b2) CaseB（10 万年後） 

 
(c1) CaseC（4,000 年後） 

 
(c2) CaseC（10 万年後） 

 
(d1) CaseD（4,000 年後） 

 
(d2) CaseD（10 万年後） 

図 8.4-47 4,000 年及び 10 万年後の緩衝材中の透水係数、間隙率等の空間分布 
（Kw：透水係数、eps：間隙率、ρmont：有効モンモリロナイト密度） 
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（２）解析結果 

緩衝材中のトラジェクトリ解析結果について、Case1&3 を図 8.4-48 に、Case2 を図 8.4-49
に示す。いずれのケース（Case1～3）及び処分場位置（P1～P5）においても、4,000 年後と

10 万年後の両方で、緩衝材の止水機能が維持された状態であり、粒子放出ポイントが廃棄体

表面から離れた位置（No.4, 5）から移流は動水勾配に沿った流れとなっており、廃棄体付近

の位置（No.1, 6～12）からの移流は、廃棄体の透水性が低いため廃棄体表面に沿った流れと

なっている。 
次に、上記のトラジェクトリ解析結果から求めた緩衝材中の実流速の解析結果を図 8.4-50

に示す。図には、粒子放出ポイントが緩衝材を横切る断面上の 5 点（No.1～No.5）とその対

数平均値の実流速を示した。P1 では、Case1&3 及び Case2 の両方で、緩衝材の全ポイントで

4,000 年から 10 万年にかけて約 1 桁流速が減少しており、これは、P1 の処分場位置における

地下水条件が塩水系条件から降水系条件に変化したことにより、緩衝材中の透水係数が減少

したためである。P2 では、Case1&3 において、緩衝材の全ポイントで 4,000 年から 10 万年の

間に流速の変化がないのに対して、Case2 では、4,000 年から 10 万年にかけて 2 倍弱程度流速

が増加しており、これは周辺岩盤における透水係数の上昇の影響であるものと考えられる。

P3～P5 では、Case1&3 及び Case2 ともに、No.5 を除く緩衝材の全ポイントで、4,000 年から

10 万年の間の流速の変化は小さい。なお、P3～P5 の No.5（Case1&3 及び Case2 ともに）に

おいて、10 万年後の流速がわずかに増加しているのは、支保工側の緩衝材中の 10 万年後の

透水係数が高くなったことと、その高い透水係数の領域がわずかに広がったためである。ま

た、地下水条件の異なる処分場位置で比較した場合、10 万年間は塩水系条件であった P2 は、

降水系条件である P3～P5 に比べて、Case1&3 で 2 倍程度、Case2 で 4 倍程度の流速となって

いる。一方、P1 に関しては、P2 と同様に、初期の地下水条件が塩水系条件（Case1 で 7,000
年、Case2 及び Case3 で 6,000 年）であるが、処分場周辺岩盤の水理区分が H2 であり、H1 の

P2 よりも高い透水係数となっているため、4,000 年時点での緩衝材中の流速は、P2 よりも高

くなっているものの、先述のように、P1 では一定期間後に降水系条件となるため、P3～P5
と同程度の流速まで減少している。 

以上の解析結果から、GSRW-PSA による核種移行解析で設定する解析ケースに対する緩衝

材の実流速は、後述の設定根拠に基づいて、以下のように設定した。 
 

 Case1&3、 P1： 4,000 年から 10 万年で、3.0E-5～5.0E-6 m/y までの実流速の経時変化 
 Case1&3、 P2： 4,000 年以降，1.2E-5 m/y で一定 
 Case1&3、 P3： 4,000 年以降，5.1E-6 m/y で一定 
 Case1&3、 P4： 4,000 年以降，5.1E-6 m/y で一定 
 Case1&3、 P5： 4,000 年以降，4.0E-6 m/y で一定 
 Case2、 P1： 4,000 年から 10 万年で、3.0E-5～5.0E-6 m/y までの実流速の経時変化 
 Case2、 P2： 4,000 年以降，2.0E-5 m/y で一定 
 Case2、 P3： 4,000 年以降，5.1E-6 m/y で一定 
 Case2、 P4： 4,000 年以降，5.0E-6 m/y で一定 
 Case2、 P5： 4,000 年以降，4.7E-6 m/y で一定 
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(a1) Case1&3、P1、4,000 年後 

 
(a2) Case1&3、P1、10 万年後 

 
(b1) Case1&3、P2、4,000 年後 

 
(b2) Case1&3、P2、10 万年後 

 
(c1) Case1&3、P3、4,000 年後 

 
(c2) Case1&3、P3、10 万年後 

 
(d1) Case1&3、P4、4,000 年後 

 
(d2) Case1&3、P4、10 万年後 

 
(e1) Case1&3、P5、4,000 年後 

 
(e2) Case1&3、P5、10 万年後 

図 8.4-48 緩衝材中のトラジェクトリ解析結果（Case1&3） 
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(a1) Case2、P1、4,000 年後 

 
(a2) Case2、P1、10 万年後 

 
(b1) Case2、P2、4,000 年後 

 
(b2) Case2、P2、10 万年後 

 
(c1) Case2、P3、4,000 年後 

 
(c2) Case2、P3、10 万年後 

 
(d1) Case2、P4、4,000 年後 

 
(d2) Case2、P4、10 万年後 

 
(e1) Case2、P5、4,000 年後 

 
(e2) Case2、P5、10 万年後 

図 8.4-49 緩衝材中のトラジェクトリ解析結果（Case2） 
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(a1) Case1&3、P1 

 

(a2) Case2、P1 

 

(b1) Case1&3、P2 

 

(b2) Case2、P2 

 

(c1) Case1&3、P3 

 

(c2) Case2、P3 
図 8.4-50 各地下水流動解析ケースにおける処分場位置ごとの緩衝材中の実流速の解析結果

（1/2） 
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(d1) Case1&3、P4 

 

(d2) Case2、P4 

 

(e1) Case1&3、P5 

 

(e2) Case2、P5 
図 8.4-50 各地下水流動解析ケースにおける処分場位置ごとの緩衝材中の実流速の解析結果

（2/2） 
 
（３）まとめ 

緩衝材変質の進行に伴う緩衝材中の地下水流速の変化を評価するため、緩衝材変質・間隙

水組成の変遷に係る解析により示された緩衝材中の透水係数および間隙率の空間的・時間的

変化の結果に基づき、多孔質系媒体中の地下水流動解析コード MIG2DF を用いて、緩衝材お

よびその周辺母岩の領域を対象とした 2 次元地下水流動解析を実施した。さらに、GSRW-PSA
による人工バリア内の 1 次元核種移行解析の入力の 1 つとなる緩衝材中の地下水流速を決定

するため、地下水流動解析の結果に対し、緩衝材中に設定した粒子に対するトラジェクトリ

解析を行った。 
その結果、隆起・侵食を考慮した地下水流動解析ケース（Case1～3）の違いよりも、地下

水条件の異なる処分場位置（P1～P5）の違いによる、緩衝材中の地下水流速への影響がみら

れた。P1 では、地下水条件が塩水系条件から降水系条件に変化する（Case1 で 7,000 年、Case2
及び Case3 で 6,000 年）ため、Case1～3 において 3.0E-5～5.0E-6 m/y 程度の実流速の経時変化

がみられた。P2 では、処分場位置における地下水条件が 10 万年間塩水系条件であり、降水

系条件である P3～P5 に比べて、実流速が大きく、Case1&3 で約 1.2E-5 m/y、Case2 で約 2.0E-5 
m/y となった。降水系条件である P3～P5 については、Case1&3 で P3：5.1E-6 m/y、P4：5.1E-6 
m/y、P5：4.0E-6 m/y、Case2 で P3：5.1E-6 m/y、P4：5.0E-6 m/y、P5：4.7E-6 m/y となった。 
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8.4.7 核種移行解析 
（１）実施概要 

本解析では、隆起・侵食／沈降・堆積及び気候変動による海水面変化の影響のうち、その

影響が最も大きいことが予想される隆起・侵食シナリオを対象として、8.4.1 における現実的

な地層処分サイトを想定し実施した地下水流動解析と、その結果に基づいた 8.4.2 から 8.4.6
におけるパラメータ設定を適宜反映した核種移行解析を行い、核種移行への影響の観点から、

重要なこれらの天然事象の条件や地質環境の特性について予察的に検討した。 
 
（２）解析条件 
（ a ）評価シナリオ及び解析ケースの設定 

埋設深度 300m で処分場位置より上側に塩水/降水境界が存在する場合を例として、隆起・

侵食シナリオの概念図を図 8.4-51 に示す。隆起・侵食シナリオにおいて考慮した前提・解析

条件を以下に示す。 
 
・ 均一的な隆起・侵食により、有意な地形変化は生じないものとする。 
・ 侵食に伴い処分後の地下水流動系は時間的に変化する可能性を考慮する。 
・ 隆起速度は各ケース一律に、0.3m/千年（0.3mm/y）とし、侵食を考慮するケースでは、

侵食速度を 0.3m/千年（0.3mm/y）と想定する。 
・ 処分場位置での水質条件に関しては、8.4.1 において評価した塩水/降水境界の時間変

化をもとに、塩水/降水境界の下側にある場合を塩水系とし、上側にある場合を降水系

とする。また、天然バリアも同様に、移行経路のうち、塩水/降水境界の下側にある部

分を塩水系、上側にある部分を降水系とする。なお、酸化還元条件については、サイ

トの特性を考慮してすべて還元性雰囲気とする。 
・ 8.4.1 の評価において使用した堆積岩からなる母岩中に処分場が建設されるものとし、

処分場の埋設位置のオプションとして、8.4.1 で設定した P1（埋設深度：300m、初期

水理区分：H2、初期水質条件：塩水系）、P2（埋設深度：600m、初期水理区分：H1、
初期水質条件：塩水系）、P3（埋設深度：300m、初期水理区分：H2、初期水質条件：

降水系）、P4（埋設深度：300m、初期水理区分：H2、初期水質条件：降水系）、P5（埋

設深度：600m、初期水理区分：H1、初期水質条件：降水系）の位置を想定する。こ

のうち、処分場位置での初期水質条件が塩水系である P1 及び P2 に関しては、塩水/
降水境界の時間変化により、処分場位置よりも塩水/降水境界が下側に到達した場合は、

降水系に変化させる。また、P1 及び P2 に関しては、処分場位置が塩水系水質条件で

ある間は、処分場から塩水/降水境界までの天然バリアでの移行経路は塩水系条件、塩

水/降水境界から地表面までは降水系条件とし、その経路の領域は塩水/降水境界の時

間変化とともに変化させるものとする。 
・ 侵食を考慮するケースでは、処分場の対地深度が減少し、生物圏までの到達距離（天

然バリアの移行距離）も侵食により減少することを想定する。 
・ 8.4.1 で評価した各処分場位置から地表面までの移行距離を、天然バリアの移行距離と

し、同じく評価した地下水流速を使用する。 
・ 地下水移行においては侵食の影響として天然バリアの移行距離の減少を考慮し、侵食

により削剥された土砂中の核種については、別途、土砂の削剥速度により天然バリア

からの移行フラックスとして評価する。 
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以上の前提・解析条件と、8.4.1 における地下水流動の解析ケースに基づいて、隆起・侵食

シナリオにおける核種移行の解析ケースを表 8.4-9 のように設定した。つまり、Case1 では、

隆起のみを考慮して、地下水流動経路及び地下水流速を一定とし、Case2 では、隆起・侵食及

び透水係数の上昇を考慮して、地下水流動経路及び地下水流速の時間変化を設定し、Case3
では、隆起・侵食を考慮して、地下水流動経路の時間変化を設定した。これらの地下水流動

解析で解析ケースに対して、各処分場位置での影響を検討するため、後述する解析結果は、

処分場位置（P1～P5）ごとにケース間（Case1～3）の比較結果を示す。 
 

 
図 8.4-51 隆起・侵食シナリオの概念図：埋設深度 300m で処分場位置より上側に塩水/降水

境界が存在する場合 
 

表 8.4-9 隆起・侵食・海水面変化シナリオの解析ケースと地質環境条件の変化 

 

P1 300

P2 600

P3 300

P4 300

P5 600

P1 300 1E+06

P2 600 2E+06

P3 300 1E+06

P4 300 1E+06

P5 600 2E+06

P1 300 1E+06

P2 600 2E+06

P3 300 1E+06

P4 300 1E+06

P5 600 2E+06

侵食の影響を考慮して移行距離
の減少及び透水係数上昇に伴う
地下水流速の増加を考慮する

侵食の影響を考慮して移行距離
の減少を考慮する

隆起速度
[mm/y]

侵食速度
[mm/y]

0.3

0 -

処分場
位置

Case1

処分場
深度[m]

Case3

地下水流動
解析ケース

0.3

侵食の影響を考慮しないため、通
常の地下水移行シナリオとなる

Case2

解析ケースの概要

処分場位置
が地表面に
達する時間

[y]
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（ b ）評価モデルの概要 
以下に、GSRW-PSA コード(1)(2)の評価モデルの概要を示す。なお、使用した評価モデルは、

「平成 23 年度 地層処分の安全審査に向けた評価手法等の整備 報告書」(3)において整備し

たものである。 
 
① 人工バリア 
人工バリアの核種移行解析では、人工バリアの構成要素である廃棄体（ガラス固化体）、オ

ーバーパック領域、緩衝材を一次元体系として、これらの連続したコンパートメントとして

考えることにより核種移行解析を行った。オーバーパックが破損するまでは、ガラス固化体

中での核種の減衰の効果を考慮した。オーバーパックの破損後、ガラスの溶解により核種が

オーバーパック領域に放出され、移流・拡散により緩衝材へと移行する。オーバーパック領

域での収着及び溶解度限度による制限は考慮しない。緩衝材間隙水中の核種は、収着（分配

係数）及び溶解度限度により間隙水中濃度が制限され、移流・拡散により移行する。ここで、

溶解度限度に関しては、安定同位体核種が存在する場合は、放射性核種との濃度比に応じた

溶解度限度を考慮した。なお、核種の収着及び溶解／沈殿の現象は瞬時／可逆を仮定した。

人工バリアからの地下水移行による移行フラックスは、緩衝材と周辺岩盤の境界濃度をゼロ

とし、緩衝材と周辺岩盤の間の濃度勾配を最大化することで、拡散の効果を保守的に見積も

った値として算出した。 
また、隆起・侵食シナリオの侵食を考慮したケースでは、隆起・侵食が継続して進展する

ものと仮定すると、処分場上面が地表面に到達してしまうので、その場合は、侵食により削

剥される速度に応じて、土砂削剥による移行フラックスも別途評価した。その場合は、間隙

水中の核種に加えて、削剥される媒体中に収着している核種も含めて評価を行った。ただし、

本解析における解析ケースでは、処分場上面が地表面に到達するよりも早く核種が人工バリ

アから天然バリアへ移行してしまうため、土砂削剥による移行フラックスはゼロであった。 
 
② 天然バリア 
天然バリアの核種移行解析では、地層処分サイトが堆積岩からなるものと想定しているた

め、亀裂の少ない地層あるいは亀裂帯のように亀裂頻度が極めて高い地層中における核種移

行の評価に適用される、多孔質媒体近似モデルを用いた。多孔質媒体モデル近似では、間隙

率を含む均質な移行媒体での移行を評価する。多孔質媒体中の核種移行として、地質媒体中

の移流及び分散・拡散、地質媒体への瞬時／可逆を仮定した収着遅延による移行現象を考慮

した。上流側の境界条件はディリクレ境界条件、下流側の境界条件はコーシー境界条件とし

て、天然バリアからの地下水移行による移行フラックスを算出した。 
また、隆起・侵食シナリオの侵食を考慮したケースでは、隆起・侵食が継続して進展する

ものと仮定すると、天然バリアにおける移行距離が減少していくことが想定されるため、処

分場が最終的に地表面に達するときにゼロになるものと想定した。さらに、移行距離の減少

に応じた土砂削剥による移行フラックスも別途評価した。その場合は、間隙水中の核種に加

えて、削剥される媒体中に収着している核種も含めて核種量を求め、後述の移行距離の削剥

速度により移行フラックスの評価を行った。そのため、移行媒体中に収着している核種量が

地下水中に含まれる核種量よりも多い場合、地下水中濃度によって決定される地下水による

移行フラックスに比べ、土砂削剥による移行フラックスの方が高くなることがある。 
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（ c ）核種移行パラメータ 
核種移行解析において使用する評価パラメータは、8.4.1 から 8.4.6 までの解析及び検討に

より得られた結果に基づいて設定した。以下では、人工バリア及び天然バリアの核種移行解

析で使用する主なパラメータの設定の考え方の概要を記述する。 
 
① 人工バリア 
隆起・侵食シナリオのための緩衝材変質解析ケースと設定パラメータを表 8.4-10 に示す。

隆起・侵食シナリオの核種移行解析では、表 8.4-9 に示した解析ケースに対して、表 8.4-10
の緩衝材変質解析ケースと主な設定パラメータを組合せて設定する必要がある。そこで、隆

起・侵食シナリオの核種移行解析ケースと主な人工バリア設定パラメータを整理すると表 
8.4-11 のようになる。なお、表 8.4-11 中の時間変化 A,C,D に関しては、人工バリア変質解析

ケースの解析結果に基づいて設定されたパラメータの時間変化を考慮することを意味してい

る。 
以下には、各パラメータ設定の概要を示した。なお、本項において、特に断りがなく解析

ケースという場合は、表 8.4-9 における隆起・侵食シナリオの核種移行解析ケース（Case1、
2、3）のことを指し、表 8.4-10 に示された解析ケース（A、B、C、D）は緩衝材変質解析ケ

ースと呼んで区別する。また、核種移行解析ケースは、地下水流動解析における解析ケース

をもとに設定しており、地下水流動解析ケースのケース名とも一致しているため、同義とし

て用いる場合もある。 
 

表 8.4-10 隆起・侵食シナリオのための緩衝材変質解析ケースと設定パラメータ 

 
 

温度
(℃）

支保工
厚さ
(cm)

地下水
特性

初期間隙
水特性

OP腐食形
態・寿命

ガラス溶解速度

（kg/m2/y）

核種溶解度

（mol/m3）

核種拡散係数

（m2/y）

核種分配係数

（m3/kg）

間隙率
（-）

緩衝材中の
地下水実流速

（m/y）

A 25 60
降水系
（幌延）
・無酸素

純水
・無酸素

全面腐食
4,000年 5.8×10

-4
（4,000年～）

Cs：易溶性
Se：易溶性

(溶解度制限なし）

Cs：1.0×10-2

Se：8.9×10-3

Cs：6.1×10-3

Se：1.0×10
-2

～2.4×10-2

0.44（一定）
処分場位置ごと

に設定

B 25 60
塩水系
（幌延）
・無酸素

純水
・無酸素

全面腐食
4,000年 4.7×10-3（4,000年～）

Cs：易溶性

Se：3.6×10-4

Cs：9.7×10
-3

Se：7.6×10-3

Cs：2.1×10
-3

Se：4.3×10-1 0.44（一定）
処分場位置ごと

に設定

C 25 60
塩水系（0年～7,000年）
→降水系（7,000年～）

（幌延）・無酸素

純水
・無酸素

全面腐食
4,000年

4.7×10-3（4,000年～7,000年）

5.8×10-4（7,000年～）

Cs：易溶性

Se：3.5×10-4

～6.2×10-2

Cs：1.0×10-2

Se：8.9×10-3

Cs：2.1×10-3

～7.2×10-3

Se：1.4×10-2

～4.4×10-2

0.44（一定）
処分場位置ごと

に設定

D 25 60
塩水系（0年～6,000年）
→降水系（6,000年～）

（幌延）・無酸素

純水
・無酸素

全面腐食
4,000年

4.7×10-3（4,000年～6,000年）

5.8×10-4（6,000年～）

Cs：易溶性

Se：3.5×10
-4

～5.8×10-2

Cs：1.0×10-2

Se：8.9×10-3

Cs：2.1×10-3

～7.1×10-3

Se：1.4×10-2

～4.4×10-2

0.44（一定）
処分場位置ごと

に設定

緩衝材
変質解析

ケース

評価計算の設定条件 評価計算の設定パラメータ
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表 8.4-11 隆起・侵食シナリオの核種移行解析ケースと主な人工バリア設定パラメータ 

 
 
● オーバーパック腐食形態・寿命：核種移行の開始時間 

8.4.3 で実施した炭素鋼オーバーパック腐食寿命解析により、緩衝材変質解析ケースの 4 ケ

ースすべてに対してすきま腐食及び炭酸塩応力腐食割れは発生せず、全面腐食が進行するこ

とにより 4,000 年後に破損するという結果が得られている。このことから、オーバーパック

が破損し核種の移行が開始する時間として、各ケースすべて 4,000 年と設定した。 
 

● ガラス溶解速度 
ガラス溶解速度は、マグネシウム濃度[Mg]及び pH の時間変遷に対して、 
・[Mg] < 1.0×10-3 mol/l かつ pH<11.5 を満たす場合には、 
残存溶解速度（StageⅡ）0.0016 g/m2/day となる。 

一方、 
・[Mg] > 1.0×10-3 mol/l または pH＞11.5 を満たす場合には、 
マトリクス溶解速度（StageⅠ）0.013 g/m2/day となる。 

本解析では、8.4.2 の緩衝材変質・間隙水組成の変遷評価の結果に対して上記の条件を適用

することにより設定し、緩衝材変質解析ケース A は 0.0016g/m2/day（5.8×10-4 kg/m2/y）の一

定値、ケース B は 0.013 g/m2/day（4.7×10-3 kg/m2/y）の一定値、ケース C 及び D に関しては、

それぞれ 7,000 年及び 6,000 年までは、0.013 g/m2/day（4.7×10-3 kg/m2/y）、それ以降は、

0.0016g/m2/day（5.8×10-4 kg/m2/y）となるように設定した。緩衝材変質解析ケース C 及び D
におけるガラス溶解速度の時間変化パターンを図 8.4-52 に示す。 
 

溶解度

[mol/m3]

間隙率
[-]

Se Cs Se Cs Se Cs

P1 C 7000
4.7E-3（4,000年～7,000年）

5.8E-4（7,000年～）
時間変化

C
1.0E-02 8.9E-03

時間変化
C

時間変化
C

0.44
3.0E-05→
5.0E-06

P2 B - 4.7E-03 3.6E-04 9.7E-03 7.6E-03 2.1E-03 4.3E-01 0.44 1.2E-05

P3 A - 易溶性 1.0E-02 8.9E-03 6.1E-03
時間変化

A
0.44 5.1E-06

P4 A - 易溶性 1.0E-02 8.9E-03 6.1E-03
時間変化

A
0.44 5.1E-06

P5 A - 易溶性 1.0E-02 8.9E-03 6.1E-03
時間変化

A
0.44 4.0E-06

P1 D 6000
4.7E-3（4,000年～6,000年）

5.8E-4（6,000年～）
時間変化

D
1.0E-02 8.9E-03

時間変化
D

時間変化
D

0.44
3.0E-05→
5.0E-06

P2 B - 4.7E-03 3.6E-04 9.7E-03 7.6E-03 2.1E-03 4.3E-01 0.44 2.0E-05

P3 A - 易溶性 1.0E-02 8.9E-03 6.1E-03
時間変化

A
0.44 5.1E-06

P4 A - 易溶性 1.0E-02 8.9E-03 6.1E-03
時間変化

A
0.44 5.0E-06

P5 A - 易溶性 1.0E-02 8.9E-03 6.1E-03
時間変化

A
0.44 4.7E-06

P1 D 6000
4.7E-3（4,000年～6,000年）

5.8E-4（6,000年～）
時間変化

D
1.0E-02 8.9E-03

時間変化
D

時間変化
D

0.44
3.0E-05→
5.0E-06

P2 B - 4.7E-03 3.6E-04 9.7E-03 7.6E-03 2.1E-03 4.3E-01 0.44 1.2E-05

P3 A - 易溶性 1.0E-02 8.9E-03 6.1E-03
時間変化

A
0.44 5.1E-06

P4 A - 易溶性 1.0E-02 8.9E-03 6.1E-03
時間変化

A
0.44 5.1E-06

P5 A - 易溶性 1.0E-02 8.9E-03 6.1E-03
時間変化

A
0.44 4.0E-06

*1：A（0年～：降水系）、B（0年～：塩水系）、C（0年～：塩水系→7000年～：降水系）、D（0年～：塩水系→6000年～：降水系）

核種移行パラメータ

地下水流動
解析ケース

人工バリ
ア変質解
析ケース

*1

塩水系か
ら降水系
への切り
替わり時

OP腐食形
態・寿命

ガラス溶解速度

[kg/m2/y]

事象
処分場
位置

隆起・侵食
シナリオ

Case1

5.8E-04

Case3

5.8E-04

全面腐食
4,000年

5.8E-04

Case2

人工バリア

拡散係数[m2/y]
分配係数

[m3/kg]

地下水実
流速
[m/y]
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図 8.4-52 緩衝材変質解析ケースにおけるガラス溶解速度の時間変化パターン 

 
● 溶解度 

8.4.5 の溶解度評価結果をもとに、溶解度が 1×10-4 mol/L 以上の場合は易溶性と判断した。

そのため、Cs に関しては、間隙水条件によらず支配的な溶存種は Cs+であり、いずれの条件

でも易溶性となる。一方、Se に関しては、緩衝材変質解析ケース A において、Se4
2-が支配的

な溶存種であり、いずれの時間においても 1 mol/L 以上と高く、易溶性と判断されたのに対し

て、ケース B、C、D では、1×10-4 mol/L より低い溶解度が得られた。また、ケース B では、

時間変化において最大値が最小値の 2 倍よりも小さいため、最大値である 3.6×10-7 mol/L（3.6
×10-4 mol/m3）で一定とし、ケース C 及び D では、時間変化において最大値が最小値の 2 倍

以上の変化がみられたため、8.4.5 において評価された溶解度の時間変化をそのまま使用した。

緩衝材変質解析ケースC及びDにおける Seの溶解度の時間変化パターンを図 8.4-53に示す。 
 

 
図 8.4-53 緩衝材変質解析ケースにおける Se の溶解度の時間変化パターン 

 
● 緩衝材実効拡散係数 

緩衝材実効拡散係数は、8.4.5 で示したように、Cs については細孔拡散モデル、Se につい
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ては陰イオン排除モデルにより評価し、いずれの条件・時間においても同程度の値を示され

ている。そこで、時間変化において最大値が最小値の 2 倍よりも小さいことを勘案し、最大

値で一定として使用するものとし、Cs の拡散係数は 3.1×10-10 m2/s（1.0×10-2 m2/y）、Se の拡散

係数は 2.4×10-10 m2/s（8.9×10-3 m2/y）の一定値を設定した。 
 
● 緩衝材収着分配係数 

8.4.5 における緩衝材収着分配係数の評価結果から、Cs の収着分配係数に関して、緩衝材変

質解析ケース A 及び B では、時間変化において最大値が最小値の 2 倍よりも小さいことを勘

案し、それぞれ最小値である 6.1×10-3m3/kg 及び 2.1×10-3m3/kg で一定した。また、ケース C 及

び D では、時間変化において最大値が最小値の 2 倍以上の変化がみられたため、8.4.5 におい

て評価された収着分配係数の時間変化をそのまま使用した。 
一方、Se の緩衝材収着分配係数に関して、緩衝材変質解析ケース B では、時間変化におい

て最大値が最小値の2倍よりも小さいことを勘案し、最小値である4.3×10-1m3/kgで一定した。

また、ケース A、C、D では、時間変化において最大値が最小値の 2 倍以上の変化がみられた

ため、8.4.5 において評価された収着分配係数の時間変化をそのまま使用した。 
緩衝材変質解析の各ケースにおける Cs 及び Se の緩衝材分配係数の経時変化パターンを図 

8.4-53 に示す。 
 

 
図 8.4-54 緩衝材変質解析ケースにおける Cs 及び Se の緩衝材分配係数の経時変化パターン 
 
● 緩衝材間隙率 

緩衝材間隙率は、8.4.2 における評価により、空間で平均した間隙率に関して、時間変化に

おいて最大値が最小値の 1.2 倍よりも小さいことを勘案し、最大値で一定として使用するも

のとし、0.44 の一定値を設定した。 
 
● 緩衝材中地下水実流速 

0 のニアフィールド地下水流動の評価において、8.4.2 の緩衝材変質・間隙水組成の変遷評

価によって求められた透水係数及び間隙率の空間分布の時間変化を使用して、各地下水流動

解析ケース（Case1～3）の各処分場位置（P1～P5）に対する緩衝材中の地下水実流速を求め

た。緩衝材の厚さ方向に等間隔に配置した 5 つの評価点（No.1～5）における実流速の幾何平

均を求めたところ、処分場位置 P1 以外の P2～P5 には、時間変化において最大値が最小値の

2 倍よりも小さいことから、最大値で一定として使用するものとした。つまり、 
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・P2 は Case1 及び 3 で 1.2×10-5 m/y、Case2 で 2.0×10-5 m/y、 
・P3 は Case1 及び 3 で 5.1×10-6 m/y、Case2 で 5.1×10-6 m/y、 
・P4 は Case1 及び 3 で 5.1×10-6 m/y、Case2 で 5.0×10-6 m/y、 
・P5 は Case1 及び 3 で 4.0×10-6 m/y、Case2 で 4.7×10-6 m/y、 
と設定した。 

一方、処分場位置 P1 については、時間変化において最大値が最小値の 2 倍以上の変化がみ

られたため、Case1 及び 3、Case2 に対して、それぞれ 8.4.6 において評価された緩衝材中の地

下水実流速（5 つの評価点の幾何平均）の時間変化をそのまま使用した。 
・P1 は Case1 及び 3 で 3.0×10-5→5.0×10-6 m/y、Case2 で 3.0×10-5→5.0×10-6 m/y 
なお、移流場かどうかの判断基準となるペクレ数は、最も速い流速（3.0×10-5）でも、Cs

及び Se ともに、0.001 程度であり、本解析条件において、人工バリア中の核種移行は拡散場

であることがわかる。 
 
② 天然バリア 
表 8.4-9 に示した核種移行解析ケースに対して、8.4.1 における地下水流動解析の結果に基

づいて、天然バリアのパラメータ設定を行った。隆起・侵食シナリオの核種移行解析ケース

と主な天然バリア設定パラメータを整理すると表 8.4-12 のようになる。なお、表 8.4-12 中の

Case2 に関しては、8.4.1 における地下水流動解析の結果に基づいて設定されたパラメータの

時間変化を考慮した。 
以下には、各パラメータ設定の概要を示した。 

 
表 8.4-12 隆起・侵食シナリオの核種移行解析ケースと主な天然バリア設定パラメータ 

 

 

Cs Se

P1
塩水系→
降水系

210 7.0E-02 1000 - 1.0E-03 0.6 3.2E-02
塩：0.05
降：1

0.01

P2
塩水系→
降水系

1000 3.0E-03 1700 - 5.5E-04 0.6 3.2E-02
塩：0.05
降：1

0.01

P3 降水系 - - 1200 - 5.1E-03 0.6 3.2E-02 1 0.01

P4 降水系 - - 1700 - 4.3E-03 0.6 3.2E-02 1 0.01

P5 降水系 - - 3100 - 1.0E-03 0.6 3.2E-02 1 0.01

P1
塩水系→
降水系

210 1.1E-01 1000 1.1E-03
1.0E-03→
2.3E-03

0.6 3.2E-02
塩：0.05
降：1

0.01

P2
塩水系→
降水系

1000 5.0E-03 1700 8.9E-04
5.5E-04→
9.4E-04

0.6 3.2E-02
塩：0.05
降：1

0.01

P3 降水系 - - 1200 1.3E-03
5.1E-03→
9.8E-03

0.6 3.2E-02 1 0.01

P4 降水系 - - 1700 1.9E-03
4.3E-03→
8.8E-03

0.6 3.2E-02 1 0.01

P5 降水系 - - 3100 1.6E-03
1.0E-03→
2.0E-03

0.6 3.2E-02 1 0.01

P1
塩水系→
降水系

210 1.1E-01 1000 1.1E-03 1.0E-03 0.6 3.2E-02
塩：0.05
降：1

0.01

P2
塩水系→
降水系

1000 2.8E-03 1700 8.9E-04 5.5E-04 0.6 3.2E-02
塩：0.05
降：1

0.01

P3 降水系 - - 1200 1.3E-03 5.1E-03 0.6 3.2E-02 1 0.01

P4 降水系 - - 1700 1.9E-03 4.3E-03 0.6 3.2E-02 1 0.01

P5 降水系 - - 3100 1.6E-03 1.0E-03 0.6 3.2E-02 1 0.01

天然バリア

分配係数

[m3/kg]

塩水/降
水境界初
期位置ま
での移行
距離 [m]

塩水/降
水境界

移動速度
[m/y]

移行距離
の削剥速

度
[m/y]

Case3

Case2

処分場
位置

Case1

核種移行パラメータ

地下水流動
解析ケース 移行距離

[m]

地下水実
流速
[m/y]

間隙率
[-]

拡散係数

[m2/y]

地下水環
境条件
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● 地下水環境条件の変遷 
地下水環境条件が経時的に変化する可能性があるのは、処分場位置が P1 及び P2 の場合で

ある。 
P1 に関しては、図 8.4-55 に示す各解析ケースにおける P1 の処分場位置と塩水/降水境界の

関係からわかるように、処分場位置と塩水/降水境界の初期位置が近いため、0 年から 1 万年

までの間に塩水/降水境界が処分場位置よりも下側に到達するため、処分場位置と塩水/降水境

界位置に関して、0 年と 1 万年の値を求め、処分場位置と塩水/降水境界位置が同じに位置に

なる時間を Case1、2、3 に対して求めた。その結果、Case1 が約 6,700 年、Case2 が約 5,900
年、Case3が約 6,200 年となったため、処分場位置での地下水環境条件が変化する時間は、Case1
を 7,000 年、Case2 及び Case3 を 6,000 年と設定した。また、核種移行が開始される 4,000 年

時点における処分場位置から塩水/降水境界位置までの移行距離は 8.4.1 の地下水流動解析に

より約 210 m と求められているため、天然バリアの移行経路において、処分場から 210 m ま

では塩水系条件、それ以降の領域は降水系条件とし、Case1～3 における処分場位置での地下

水環境条件が変化する時間までに、すべての領域が降水系条件となるように設定した。つま

り、その際の移行距離に対する塩水/降水境界の移動速度は、それぞれ、Case1 が 7.0×10-2 m/y
（210 m/(7,000-4,000)年）、Case2 及び 3 が 1.1×10-1 m/y（210 m/(6,000-4,000)年）となり、その

速度に従って、塩水領域が狭くなるものとした。 
一方、P2 に関しては、8.4.1 の地下水流動解析における解析対象期間である 10 万年までの

間には、塩水/降水境界が処分場位置よりも下側に到達することがなかったものの、図 8.4-56
に示した各解析ケースにおける P2 の天然バリアの移行距離に占める各水質条件の内訳から

わかるように、1 万年から 10 万年にかけて塩水系条件の移行距離がほぼ線形に減少している

ことから、塩水系条件の移行距離がゼロになる時間を直線外挿により求めた。その結果、Case1
で 33 万年、Case2 で 20 万年、Case3 で 36 万年という結果が得られた。また、核種移行が開

始される 4,000年時点における処分場位置から塩水/降水境界位置までの移行距離は 8.4.1の地

下水流動解析により約 1,000 m と求められているため、天然バリアの移行経路において、処

分場から 1,000 m までは塩水系条件、それ以降の領域は降水系条件とし、Case1～3 における

塩水系条件の移行距離がゼロになる時間までに、すべての領域が降水系条件となるように設

定した。つまり、その際の移行距離に対する塩水/降水境界の移動速度は、それぞれ、Case1
が 3.1×10-3 m/y（1,000 m/(330,000-4,000)年）、Case2 が 5.1×10-3 m/y（1,000 m/(220,000-4,000)
年）、Case3 が 2.8×10-3 m/y（1,000 m/(360,000-4,000)年）となり、その速度に従って、塩水領

域が狭くなるものとした。 
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(a) P1：Case1 

 
(b) P1：Case2 

 
(c) P1：Case3 

 

図 8.4-55 P1 の各解析ケースにおける処分場位置と塩水/降水境界の関係 
 

 

 

図 8.4-56 各解析ケースにおける P2 の天然バリアの移行距離に占める各水質条件の内訳 
 
● 天然バリアの移行距離 

8.4.1 の地下水流動解析により求めた各地下水流動解析ケース（Case1～3）の各処分場位置

（P1～P5）に対する移行距離の評価結果をもとに設定した。 
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図 8.4-25 に示した P1～P5 の 10 万年後までの地下水移行距離の経時変化をみると、P3 及

び P4 を除いて、地下水流動解析ケース（Case1～3）の違いや時間変化は特にみられていない

ため、それぞれ、処分場位置ごとに設定した。つまり、地下水流動解析ケース（Case1～3）
に関わらず、処分場位置 P1 は 1,000 m、処分場位置 P2 は 1,700 m、処分場位置 P5 は 3,100 m
とした。 

また、P3 及び P4 では、地下水流動解析ケース（Case1～3）での違いがみられたが、長い

方（P3 で約 2,400 m、P4 で約 2,800 m）の移行距離には、地表面付近のメッシュ分割の影響を

受けている可能性が考えられたため、Case 2 の短い方の移行距離を用いることとした。つま

り、地下水流動解析ケース（Case1～3）に関わらず、処分場位置 P3 は 1,200 m、処分場位置

P4 は 17,00 m とした。 
ただし、Case2 及び Case3 に関しては、10 万年以降は、後述する移行距離の削剥速度によ

り、移行距離が減少するものとした。 
 
● 天然バリアの縦方向分散長 

第 2 次取りまとめ(4)を参考に、移行距離の 1/10 を設定した。 
 
● 天然バリアの移行距離の削剥速度 

隆起・侵食シナリオの核種移行解析ケースのうち、侵食を考慮した Case2 及び Case3 につ

いては、移行距離の削剥速度を設定した。 
天然バリアの移行距離に関しては、先述の通り、どの処分場位置についても、10 万年後ま

での移行距離の変化は考慮せず、10 万年以降は、処分場位置が地表面に達するまでの時間（処

分深度 300m の場合は 100 万年、600m は 200 万年）にかけて移行距離がゼロになるとして、

線形に減少するものと仮定した。つまり、Case2 及び Case3 とも処分場位置ごとに、それぞれ、

P1 で 1.1×10-3 m/y（1,000m/（100 万年-10 万年））、P2 で 8.9×10-4 m/y（1,700m/（200 万年-10
万年））、P3 で 1.3×10-3 m/y（1,200m/（100 万年-10 万年））、P4 で 1.9×10-3 m/y（1700m/（100
万年-10 万年））、P5 で 1.6×10-3 m/y（3,100m/（200 万年-10 万年））とした。 
 
● 天然バリアの平均実流速 

8.4.1 の地下水流動解析により求めた各地下水流動解析ケース（Case1～3）の各処分場位置

（P1～P5）に対する平均実流速の評価結果をもとに設定した。 
図 8.4-24 に示した P1～P5 の 10 万年後までの地下水流速の経時変化をみると、透水係数の

上昇を仮定した地下水流動解析ケース 2 では、その透水係数の上昇に対応した地下水流速の

増加がみられ、透水係数を一定としたケース 1 や 3 では、地下水流速の経時変化はほとんど

みられていない。また、オーバーパックの破損により核種移行が開始される 4,000 年時点で

は、地下水流動解析ケース（Case1～3）間の差は小さいため、その中でも最大値となった Case2
の初期値（4,000 年時点）を、Case1 及び 3 に設定し、一定とした。一方、Case2 は、図 8.4-24
の地下水流速の経時変化をそのまま使用した。 
 
● 天然バリアの実効拡散係数 

幌延地域の地質（堆積岩）を想定し、泥岩中の実効拡散係数について既存のデータベース

から整理したものを、表 8.4-13 に示す。なお、幌延の岩石は概して間隙率が高く、そのよう

な高い間隙率に対するデータはヨウ素（I）のみであったため、ヨウ素のデータを採用した。

また、実効拡散係数は間隙率依存があるため、表の値は間隙率依存性を考慮した値となって
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いる。 
ここで、最も高い値である 8.0×10-10 m2/s（声問層）を参考として、ヨウ素の値を全元素に

適用するにあたり、保守性を考慮して、1.0×10-9 m2/s（3.2×10-2 m2/y）を全元素共通の設定値

とした。なお、天然バリアでは、本解析条件において、拡散による移行よりも移流及び分散

による移行の方が卓越するため、実効拡散係数の寄与は小さい。 
 

表 8.4-13 幌延地域の地質を想定した泥岩中の実効拡散係数 

地質 
間隙率 
(vol.%) 

実効拡散係数 
(m2/s) 

稚内層 35 8.0×10-11 
声問層 65 8.0×10-10 
勇知層 45 2.0×10-10 

 
● 天然バリアの分配係数 

幌延地域の地質（堆積岩）を想定し、「平成 21 年度 放射性廃棄物処分の長期的評価手法

の調査 報告書」(5)において整備した泥質岩に対する Se の分配係数から、降水系条件及び塩

水系条件ともに 0.01 m3/kg と設定した。Cs については、本年度における整備により、降水系

条件を 1 m3/kg、塩水系条件を 0.05 m3/kg と設定した。 
 

● 天然バリアの真密度 
幌延地域の堆積岩の真密度は、小川と松井(6)による幌延堆積岩の岩石コアを用いたかさ密

度等の調査結果をもとに、表 8.4-14 のように算出し、2.4 g/cc（2,400 kg/m3）の値を設定した。 
 
表 8.4-14 小川と松井(6)による幌延堆積岩の岩石コアに関するかさ密度等の調査結果（一部

改変） 

 
 
  

SA.NO.
深度
（m）

地層名 方向
かさ密度
（乾燥）
（g/cc）

かさ密度
（湿潤）
（g/cc）

粒子密度
（g/cc）

間隙率
（%）

真密度
（g/cc）

1 246.60 声問層 V - 1.69 - -
2 247.30 声問層 V - 1.69 - 41.00
3 304.05 遷移部 V 1.41 1.80 2.40 41.41 2.4
4 305.30 遷移部 V 1.39 1.80 2.42 42.44 2.4
5 305.80 遷移部 V 1.38 1.78 2.41 42.78 2.4
6 490.45 稚内層 V 1.51 1.86 2.40 36.97 2.4
7 490.60 稚内層 H 1.55 1.80 2.43 36.26 2.4
8 493.05 稚内層 V 1.52 1.86 2.37 35.73 2.4
9 493.50 稚内層 V 1.58 1.87 2.48 36.34 2.5
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（３）解析結果 
（ a ）地下水移行による移行フラックス 
① Se-79 
Se-79 について、隆起・侵食シナリオの各処分場位置（P1～P5）における各バリアからのガ

ラス固化体 1 本当たりの地下水移行による移行フラックスの解析ケース間の比較を図 8.4-57
に示す。また、最大移行フラックスに関して解析ケース間の比較を行ったものを図 8.4-58 に

示す。 
人工バリアでは、P1 を除くすべての処分場位置（P2～P5）において、解析ケース間で移行

フラックスは重なっているが、これは人工バリアの設定パラメータにおいてケース間で違い

がなく、隆起・侵食の影響が顕著に現れる（処分深度 300m の場合は 100 万年、600m は 200
万年）前に人工バリアから天然バリアへ移行してしまうためである。一方、P1 に関して、Case1
が Case2 及び 3 とわずかに異なる移行フラックスを示しているのは、Case1 と、Case2 及び 3
で処分場が塩水系条件にさらされている時間が異なり（Case1が 7,000年、Case2 及び 3が 6,000
年）、塩水系条件では降水系条件に比べてガラス溶解速度を 1 桁程度高く設定しているためで

あるが、最大移行フラックスに対して、塩水系条件が継続する期間の違いによる大きな差は

みられていない。つまり、人工バリアからの移行フラックスに対する隆起・侵食の影響はみ

られなかった。また、人工バリアにおける最大移行フラックス（図 8.4-58）をみると、処分

場位置の違い、つまり、処分場位置における地下水環境条件の違いにより、わずかな差がみ

られ、少なくとも初期条件が塩水系条件である P1 及び P2 において、降水系条件であるそれ

以外の処分場位置よりも約 2 倍程度大きいフラックスとなった。これは、P1 の初期（Case1
が 7,000 年、Case2 及び 3 が 6,000 年）及び P2 の地下水環境条件が塩水系条件であり、ガラ

ス溶解速度が降水系条件に比べて 1 桁程度大きい値を設定していることに起因しているが、

ガラス溶解速度の差がそのままフラックスの差として現れていないのは、Se では、水質条件

の違いによる分配係数の設定に関して、塩水系条件の方が降水系条件よりも 1 桁程度大きく、

ガラス溶解速度と分配係数の水質条件の違いによる影響が相殺されたため、結果的に差が小

さくなったものと考えられる。 
一方、天然バリアでは、すべての処分場位置（P1～P5）において、解析ケース間の違いが

みられており、隆起・侵食の影響として移行距離の減少を考慮した Case2 や Case3 のフラッ

クスが Case1 に比べて大きく、Case2 や Case3 では、処分場位置が地表面に達するまでの時間

（処分深度 300m の場合は 100 万年、600m は 200 万年）にかけて移行距離がゼロになるもの

としているため、その時間までに天然バリアから核種の移行が終了していることがわかる。

また、Case2 と Case3 を比較した場合、隆起・侵食に伴う流速の増加を考慮した Case2 の方が、

どの処分場位置でも約 2 倍程度 Case3 よりも大きい。これは、ほぼ流速の違いによる起因す

るものであり、Se-79 の場合、半減期が 2.95×105年であるため、最大移行フラックスの現れ

ている時間帯（100 万年前後）では、減衰の影響を受け、流速の速い Case2 のフラックスが大

きくなったものと考えられる。なお、Case1 に関しては、どの処分場位置でも Case2 や Case3
に比べて、フラックスが小さくなっており、これは本解析において設定した移行距離と地下

水流速、分配係数の関係上、天然バリアでの滞留時間が長くなり、放射性崩壊による減衰の

影響が大きかったためである。 
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(1a) P1：人工バリア 

 
(1b) P1：天然バリア 

 
(2a) P2：人工バリア 

 
(2b) P2：天然バリア 

 
(3a) P3：人工バリア 

 
(3b) P3：天然バリア 

 
(4a) P4：人工バリア 

 
(4b) P4：天然バリア 

図 8.4-57 隆起・侵食シナリオの各処分場位置（P1～P5）における各バリアからのガラス固

化体 1 本当たりの地下水移行による移行フラックスの解析ケース間の比較：Se-79（1/2） 
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(5a) P5：人工バリア 

 
(5b) P5：天然バリア 

図 8.4-57 隆起・侵食シナリオの各処分場位置（P1～P5）における各バリアからのガラス固

化体 1 本当たりの地下水移行による移行フラックスの解析ケース間の比較：Se-79（2/2） 
 

(a) 人工バリア (b) 天然バリア 

 
図 8.4-58 隆起・侵食シナリオの各処分場位置（P1～P5）における各バリアからのガラス固

化体 1 本当たりの地下水移行による最大移行フラックスの解析ケース間の比較：Se-79 
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P2 1.5E+05 1.5E+05 1.5E+05 5.0E-09 1.7E+01 1.1E+01
P3 9.1E+04 9.1E+04 9.1E+04 1.1E+01 9.6E+02 5.0E+02
P4 9.1E+04 9.1E+04 9.1E+04 7.9E-01 6.2E+02 3.5E+02
P5 9.1E+04 9.1E+04 9.1E+04 4.1E-10 1.7E+01 1.1E+01
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人工バリア 天然バリア
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② Cs-135 
Cs-135 について、隆起・侵食シナリオの各処分場位置（P1～P5）における各バリアからの

ガラス固化体 1 本当たりの地下水移行による移行フラックスの解析ケース間の比較を図 
8.4-59 に示す。また、最大移行フラックスに関して解析ケース間の比較を行ったものを図 
8.4-60 に示す。 

人工バリアでは、P1 を除くすべての処分場位置（P2～P5）において、解析ケース間で移行

フラックスは重なっているが、これは人工バリアの設定パラメータにおいてケース間で違い

がなく、隆起・侵食の影響を受ける（処分深度 300m の場合は 100 万年、600m は 200 万年）

前に人工バリアから天然バリアへ移行してしまうためである。なお、P1 に関して、Case1 が

Case2 及び 3 と異なる移行フラックスの経時変化を示しているのは、Case1 と、Case2 及び 3
で処分場が塩水系条件にさらされている時間が異なり（Case1が 7,000年、Case2 及び 3が 6,000
年）、塩水系条件では降水系条件に比べてガラス溶解速度を 1 桁程度高く設定しているためで

あるが、その最大移行フラックスにケース間で大きな差はみられなかった。つまり、人工バ

リアからの移行フラックスに対する隆起・侵食の影響はみられなかった。また、処分場位置

による最大移行フラックス（図 8.4-60）の違いをみると、処分場の初期の水質条件が塩水系

条件となる P1 及び P2 が、降水系条件の P3～P5 に比べて、1 桁程度大きい値が得られており、

これは水質条件によるガラス溶解速度の違いの影響である。Cs-135 では、Se-79 の場合とは異

なり、ガラス溶解速度の違いがそのまま移行フラックスに影響しているのは、Cs の分配係数

が Se に比べて小さく、また、水質条件による分配係数の違いも小さいためと考えられる。 
一方、天然バリアでは、すべての処分場位置（P1～P5）において、解析ケース間の違いが

みられており、隆起・侵食の影響として移行距離の減少を考慮した Case2 や Case3 のフラッ

クスが Case1 に比べて大きいが、P2 を除くすべての処分場位置において Case2 と Case3 の差

は小さい。これは、Cs の場合、降水系条件における分配係数が大きく、隆起・侵食により天

然バリアの移行距離がゼロになる時間（処分深度 300m の場合は 100 万年、600m は 200 万年）

まで、ほとんど核種が天然バリアから移行していかないために、ほぼ隆起・侵食の影響によ

り移行フラックスが決まってしまうためであるものと考えられる。なお、P2 において Case2
の最大移行フラックスの方が Case3 に比べて、2 倍程度大きくなっているのは、Case2 と Case3
で天然バリアの上流側が塩水系条件となっている期間が異なる（Case2 で 20 万年、Case3 で

36 万年）による影響であるものと考えられる。つまり、Cs では、塩水系条件の分配係数が降

水系条件の 1/20 なので、塩水系条件にさらされている期間が長い Case3 の方が Case2 に比べ

て、天然バリアでの遅延が小さく隆起・侵食の影響が出始めるまでに、わずかではあるが、

天然バリアから移行する量が多くなり、結果として、Case2 よりも移行フラックスが小さくな

ったものと考えられる。また、この塩水系条件にさらされている期間の長い P2 では、その小

さい分配係数のため、その他の処分場位置よりもわずかに大きな移行フラックスとなってお

り、流速の異なる Case2 と Case3 の間で差が現れ易くなった可能性もある。 
以上のことから、Cs のように、降水系条件と塩水系条件で、設定パラメータ（本解析では、

特に分配係数）に違いがある場合では、天然バリアに占める塩水系条件の割合やその期間が

重要となる可能性が示唆された。 
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(1a) P1：人工バリア 

 
(1b) P1：天然バリア 

 
(2a) P2：人工バリア 

 
(2b) P2：天然バリア 

 
(3a) P3：人工バリア 

 
(3b) P3：天然バリア 

 
(4a) P4：人工バリア 

 
(4b) P4：天然バリア 

図 8.4-59 隆起・侵食シナリオの各処分場位置（P1～P5）における各バリアからのガラス固

化体 1 本当たりの地下水移行による移行フラックスの解析ケース間の比較：Cs-135（1/2） 
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(5a) P5：人工バリア 

 
(5b) P5：天然バリア 

図 8.4-59 隆起・侵食シナリオの各処分場位置（P1～P5）における各バリアからのガラス固

化体 1 本当たりの地下水移行による移行フラックスの解析ケース間の比較： Cs-135（2/2） 
 

(a) 人工バリア (b) 天然バリア 

 
図 8.4-60 隆起・侵食シナリオの各処分場位置（P1～P5）における各バリアからのガラス固

化体 1 本当たりの地下水移行による最大移行フラックスの解析ケース間の比較：Cs-135 
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P1 3.7E+06 3.7E+06 3.7E+06 5.3E-22 4.3E+03 3.6E+03
P2 3.7E+06 3.7E+06 3.7E+06 5.6E-40 1.1E+04 6.3E+03
P3 4.5E+05 4.5E+05 4.5E+05 4.7E-10 4.2E+03 3.9E+03
P4 4.5E+05 4.5E+05 4.5E+05 3.7E-14 4.1E+03 3.8E+03
P5 4.5E+05 4.5E+05 4.5E+05 1.9E-46 1.4E+03 1.3E+03

単位：Bq/y

人工バリア 天然バリア
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（ b ）土砂削剥による移行フラックス 
侵食を考慮した解析ケースである Case2 及び Case3 に関して、移行距離の減少に応じた土

砂削剥による移行フラックスも別途評価した。以下に核種ごとの結果を示す。 
隆起・侵食シナリオの各処分場位置（P1～P5）における天然バリアの土砂削剥による移行

フラックスと地下水移行による移行フラックスの比較（ガラス固化体 1 本当たり）を、Se-79
については図 8.4-61 に、Cs-135 については図 8.4-62 に示す。 

全体的に、土砂削剥による移行フラックスの方が、地下水移行による移行フラックスより

も大きくなっており、これは、評価モデルにおいて、土砂削剥による移行フラックスは間隙

水中の核種に加えて、削剥される媒体中に収着している核種も含めて核種量を求めているた

めである。また、同じ理由で、分配係数の小さい Se-79 よりも分配係数の大きい Cs-135 にお

いて、土砂削剥による移行フラックスと地下水移行による移行フラックスの差が大きくなっ

ている。 
本解析では、隆起・侵食による影響として、土砂削剥による移行フラックスを別途予察的

に評価し、その移行フラックスを間隙水中の核種と削剥される媒体中に収着している核種を

含めた核種量から、移行距離の削剥速度により求めたが、実際に、削剥された土壌中の核種

について、どのように線量評価するのかを含め、今後検討が必要である。 
 

 
(1a) P1：Case2 

 
(1b) P1：Case3 

 
(2a) P2：Case2 

 
(2b) P2：Case3 

図 8.4-61 隆起・侵食シナリオの各処分場位置（P1～P5）における天然バリアの土砂削剥に

よる移行フラックスと地下水移行による移行フラックスの比較（ガラス固化体 1 本当たり）：

Se-79（1/2） 
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(3a) P3：Case2 

 
(3b) P3：Case3 

 
(4a) P4：Case2 

 
(4b) P4：Case3 

 
(5a) P5：Case2 

 
(5b) P5：Case3 

図 8.4-61 隆起・侵食シナリオの各処分場位置（P1～P5）における天然バリアの土砂削剥に

よる移行フラックスと地下水移行による移行フラックスの比較（ガラス固化体 1 本当たり）：

Se-79（2/2） 
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(1a) P1：Case2 

 
(1b) P1：Case3 

 
(2a) P2：Case2 

 
(2b) P2：Case3 

 
(3a) P3：Case2 

 
(3b) P3：Case3 

 
(4a) P4：Case2 

 
(4b) P4：Case3 

図 8.4-62 隆起・侵食シナリオの各処分場位置（P1～P5）における天然バリアの土砂削剥に

よる移行フラックスと地下水移行による移行フラックスの比較（ガラス固化体 1 本当たり）：

Cs-135（1/2）  
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(5a) P5：Case2 

 
(5b) P5：Case3 

図 8.4-62 隆起・侵食シナリオの各処分場位置（P1～P5）における天然バリアの土砂削剥に

よる移行フラックスと地下水移行による移行フラックスの比較（ガラス固化体 1 本当たり）：

Cs-135（2/2） 
 
（４）まとめ 

本解析では、隆起・侵食／沈降・堆積及び気候変動による海水面変化の影響のうち、その

影響が最も大きいことが予想される隆起・侵食シナリオを対象として、8.4.1 における現実的

な地層処分サイトを想定し実施した地下水流動解析と、その結果に基づいた 8.4.2 から 8.4.6
におけるパラメータ設定を適宜反映した核種移行解析を行い、核種移行への影響の観点から、

重要なこれらの天然事象の条件や地質環境の特性について予察的に検討した。具体的には、

隆起・侵食の影響を検討するため、Case1：侵食を考慮しないケース、Case2：侵食を考慮し

かつ透水係数の上昇に伴う流速の増加を考慮したケース、Case3：侵食を考慮したケース、の

3 ケースを設定し、さらに処分場の埋設位置との関係を検討するため、仮想的に 5 箇所（P1：
埋設深度 300m、初期地下水塩水系条件；P2：600m、塩水系条件；P3：300m、降水系条件；

P4：300m、降水系条件；P5：600m、降水系条件）の位置を設定し、ケース間の比較を行った。 
人工バリアでは、Se-79 及び Cs-135 について、人工バリアからの移行フラックスに対する

隆起・侵食の影響はみられなかったものの、地下水環境条件の異なる処分場位置の違いによ

り、人工バリアにおける最大移行フラックス（Se-79：図 8.4-58、Cs-135：図 8.4-60）におい

て差がみられた。 
Se-79 では、少なくとも処分場の初期の水質条件が塩水系条件である P1 及び P2 において、

降水系条件であるそれ以外の処分場位置（P3～P5）に比べて、約 2 倍程度大きいフラックス

となった。これは、P1 の初期（Case1 が 7,000 年、Case2 及び 3 が 6,000 年）及び P2 の地下

水環境条件が塩水系条件であり、ガラス溶解速度が降水系条件に比べて 1 桁程度大きい値を

設定していることに起因しているが、ガラス溶解速度の差がそのままフラックスの差として

現れていないのは、Se では、水質条件の違いによる分配係数の設定に関して、塩水系条件の

方が降水系条件よりも 1 桁程度大きく、ガラス溶解速度と分配係数の水質条件の違いによる

影響が相殺されたため、結果的に差が小さくなったものと考えられる。 
一方、Cs-135 では、少なくとも処分場の初期の水質条件が塩水系条件となる P1 及び P2 に

おいて、降水系条件であるそれ以外の処分場位置（P3～P5）に比べて、1 桁程度大きい値が

得られており、これは水質条件によるガラス溶解速度の違いが顕著に影響したものと考えら

れる。つまり、Cs-135 において、Se-79 とは異なり、ガラス溶解速度の違いがそのまま移行フ

ラックスに影響しているのは、Cs の分配係数が Se に比べて小さく、また、水質条件による

分配係数の違いも小さいためと考えられる。 
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天然バリアでは、すべての処分場位置（P1～P5）において、解析ケース間の違いがみられ

ており、隆起・侵食の影響を考慮した Case2 や Case3 のフラックスが Case1 に比べて大きい

移行フラックスとなった（Se-79：図 8.4-58、Cs-135：図 8.4-60）。 
Se-79 では、隆起・侵食に伴う流速の増加を考慮した Case2 の方が、どの処分場位置の場合

でも約 2 倍程度 Case3 よりも大きく、これは、ほぼ流速の違いによる起因するものであり、

Se-79 の場合、半減期が 2.95×105年であるため、最大移行フラックスの現れている時間帯（100
万年前後）では、減衰の影響を受け、流速の速い Case2 のフラックスが大きくなったものと

考えられる。なお、Case1 に関しては、どの処分場位置でも Case2 や Case3 に比べて、フラッ

クスが小さくなっており、これは本解析において設定した移行距離と地下水流速、分配係数

の関係上、天然バリアでの滞留時間が長くなり、放射性崩壊による減衰の影響が大きかった

ためである。 
Cs-135 では、すべての処分場位置（P1～P5）において、解析ケース間の違いがみられてお

り、隆起・侵食の影響を考慮した Case2 や Case3 のフラックスが Case1 に比べて大きいが、

P2 を除くすべての処分場位置において Case2 と Case3 の差は小さい。これは、Cs の場合、降

水系条件における分配係数が大きく、隆起・侵食により天然バリアの移行距離がゼロになる

時間（処分深度 300m の場合は 100 万年、600m は 200 万年）まで、ほとんど核種が天然バリ

アから移行していかないために、ほぼ隆起・侵食の影響により移行フラックスが決まってし

まうため、流速の増加を考慮した Case2 と流速の変化を考慮しない Case3 でほとんど差が出

なかったものと考えられる。なお、P2 において Case2 の最大移行フラックスの方が Case3 に

比べて、2 倍程度大きくなっているのは、Case2 と Case3 で天然バリアの上流側が塩水系条件

となっている期間が異なる（Case2 で 20 万年、Case3 で 36 万年）による影響であるものと考

えられる。つまり、Cs では、塩水系条件の分配係数が降水系条件の 1/20 なので、塩水系条件

にさらされている期間が長い Case3 の方が Case2 に比べて、天然バリアでの遅延が小さく隆

起・侵食の影響が出始めるまでに、わずかではあるが、天然バリアから移行する量が多くな

り、結果として、Case2 よりも移行フラックスが小さくなったものと考えられる。また、この

塩水系条件にさらされている期間は、処分場位置間で比較した場合でも、塩水系条件にさら

されている期間の長い P2 はその他の処分場位置よりもわずかに大きな移行フラックスとな

っていることの理由でもある。 
以上のことから、人工バリアでは、水質条件ごとのガラス溶解速度や分配係数といったパ

ラメータの重要性が示唆され、天然バリアでは、Cs のように、降水系条件と塩水系条件で、

設定パラメータ（本解析では、特に分配係数）に違いがある場合では、天然バリアに占める

塩水系条件の割合やその期間が重要となる可能性が示唆された。 
また、本解析では、隆起・侵食による影響として、土砂削剥による移行フラックスを別途

予察的に評価し、その移行フラックスを間隙水中の核種と削剥される媒体中に収着している

核種を含めた核種量から、移行距離の削剥速度により求めた結果、通常の地下水移行による

移行フラックスよりも数倍から数オーダー大きいフラックスとなる可能性が示唆された。そ

のため、隆起・侵食に伴う土砂削剥による移行フラックスをどのように評価するかは、安全

評価上非常に重要であり、削剥された土壌中の核種について、どのように線量評価するのか

を含め、今後検討が必要である。 
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8.5 代替指標等に対するパラメータ等の重要度分析 
8.3 節「人工バリアの変遷のシナリオを対象とした安全評価」及び 8.4 節「隆起・侵食のシ

ナリオを対象とした安全評価」で、リンケージをアップデートした上で平成 23 年度の条件設

定を考慮しつつ新たな条件設定を加え、より人工バリア領域の変遷を考慮可能とした解析及

びより現実的な我が国の地下環境を想定するとともに隆起侵食シナリオにまでリンケージを

拡張した解析をそれぞれ実施した。 
これらの結果から、サイトの地質環境等の特性に関わらず、人工バリアを含めた埋設施設

によりできるだけ長期間放射性核種の漏出を閉じ込める設計とすることに有効と考えられて

いる代替指標としての核種移行フラックスについて、人工バリアから EDZ を含む母岩、母岩

から亀裂帯、そして亀裂帯から生物圏のそれぞれに対する違いを検討し、その中から、これ

らに影響の大きい人工バリア領域及び天然バリア領域の評価に使用されるパラメータや設定

条件等について抽出を行った。 
なお、8.3 節に加え 8.4 節で取り扱った地下水条件に対する解析ケースにおける人工バリア

からの核種移行フラックスに対するパラメータ等の重要度分析については、以下の 8.5.1 項に

まとめて記述し、8.5.2 項では、主に隆起侵食シナリオに関するパラメータの重要度分析の結

果について記述した。 
 
8.5.1 人工バリア領域における重要度分析 

人工バリア領域における重要度分析は、人工バリアから天然バリアの入り口に相当する母

岩中の EDZ へ放出される核種移行フラックスへの影響から検討を行った。 
なお、定量的な観点を踏まえた重要度分析を行うためには、処分システム全体を記述する

ためのリンケージの完成度とともに、個々の人工バリアの要素を記述するモデルの完成度と

して信頼性や妥当性が同時に満足されていることが前提になると考えられる。一部の人工バ

リア要素については、他の研究者の実験室実験や野外実験などの結果を基にして比較的検証

が進んだものがある一方、その適用範囲が制限されたものもあるなど、現状ではバラつきが

あると考えている。また、リンケージについても、これまで、重要な部分のリンクについて

優先度や実現性を踏まえた上で進めて来ているものの、未だに残された部分が存在すること

も認識している。 
それでもなお、システム全体に対する影響度を対象とする場合においては、リンケージ無

しに重要パラメータを抽出することと比較して考えると、前述したような不十分な点は残さ

れているものの、現状求め得る最大限有効な知見として、総合的な解析を行い、重要パラメ

ータを抽出し、それらに影響を与える因子を遡及して検討することは有益であると考えた。

また、このような、重要パラメータを抽出したり、それに影響を及ぼす因子について検討し

たりするための考え方の整理は、今後、リンケージや個々の評価モデルが成熟した際にも有

効であり、手法（ツール）として予め整備しておく観点で重要と考えられる。 
以下に、重要パラメータの抽出結果及びそれらへの影響因子について記述する。 

 
（１）核種移行フラックスに直結する重要パラメータ 

平成 23 年度では重要パラメータとして、ガラス固化体の溶解速度、緩衝材中の核種分配係

数が抽出されている。平成 24 年度については、核種移行フラックスへのこれらの影響につい

て示すと共に、新たに抽出された重要パラメータ等について示す。 
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（ a ）ガラス固化体の溶解速度及び緩衝材中の核種分配係数 
リファレンスとしての地下水組成として、降水系、海水系を、また、処分場構造物により

高アルカリ化した降水系地下水（変遷も考慮）を、そして、より具体的な地下環境条件の地

下水組成として幌延の淡水系、塩水系を設定して解析したすべてのケースを対象に、顕著に

人工バリアからの核種移行フラックスに違いが見られたケースについて示す。 
 

 
(a) 人工バリア：Se-79 

 
(b) 人工バリア：Cs-135 

図 8.5-1 隆起・侵食シナリオの Case1 における人工バリアからの移行フラックスの比較 
（ガラス固化体 1 本当たり） 

 
ここで、Case1 は侵食の影響を考慮しないケースであることから、通常の地下水シナリオを

設定した場合に該当する。また、処分場深度の設定ケース名を示す P2、P5 は共に 600m の同

じ深さの設定になるため、処分場周囲の地下水流動場は同一の設定に該当する。したがって、

これらのフラックスの違いは、B で示す塩水系地下水と A で示す降水系地下水との違いによ

る影響であると考えられる。 
図中(a)に示す Se-79 では、地下水組成条件の違いにより、ピークフラックスにわずかな差

がみられた。すなわち、P2 では 1.5×105 Bq/y、P5 では 9.1×104 Bq/y となり、塩水系であ

る P2 においては、降水系である P5よりも 2 倍弱大きいピークフラックスとなった。これは、

P2 のガラス固化体の溶解速度が P5 に比べて 1 桁程度大きい値となっていることが影響して

いると考えられるが、ガラス固化体の溶解速度の 1 桁の差がそのままピークフラックスの差

として現れていない。これは、塩水系の P2 の Se の緩衝材中の核種分配係数が、降水系の

P5 よりも 1 桁程度大きくなっていることにより、これらの影響が相殺されたためであると考

えられる。 
一方、図中(b)に示すCs-135では、P2とP5のピークフラックスはそれぞれ、3.7×106 Bq/y、

4.5×105 Bq/y であり、ガラス固化体の溶解速度の差（1 桁）とほぼ同じ比率を示す結果とな

っている。これは、Cs の分配係数の値そのものが Se に比べて小さいことに加え、塩水系、

降水系の地下水条件による分配係数の違いも小さい（どちらも 10-3 m3/kg オーダー）ためと

考えられる。 
一方、リファレンスとしての地下水組成として、降水系、海水系及び処分場構造物により

高アルカリ化した降水系地下水を設定した解析（8.3 人工バリア領域の変遷のシナリオを対

象とした安全評価）では、ガラス固化体の溶解速度が全ケースで Stage II となったことで、全

10 ケースで、Se-79 のピークフラックスが、最小のケース 8（温度条件 25℃、海水系、酸素

濃度 8ppm、支保工厚さ 9cm）と、最大のケース 5（温度条件 90℃、降水系、無酸素、支保工

厚さ 60cm）とで 1 割程度の相違に止まる結果となった。その一方で、Cs-135 のピークフラッ
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クスについては、最小のケース 7（温度条件 25℃、降水系、酸素濃度 8ppm、支保工厚さ 9cm）

と、ケース 5（温度条件 90℃、降水系、無酸素、支保工厚さ 60cm）を除く他のケースとはほ

ぼ同じ値であったのに対し、ケース 5 のみが最小のケースより 4 割程度大きくなる結果とな

った。 
Cs-135 のピークフラックスの値については、ケース 5 を除き大きな違いが現れなかったも

のの、フラックスの経時変化の比較からは、降水系地下水の移行フラックスは、海水系地下

水での移行フラックスよりも急激な立ち上がりを示すという違いが現れており、これは海水

系の緩衝材中の核種収着分配係数が降水系よりも 2 桁以上低いことを反映しているものと考

えられる。 
また、緩衝材中の地下水実流速については、海水系のケースでは降水系のケースより 2 桁

高い値に設定されているにもかかわらず（それぞれ、1.3×10-4 m/y 及び 1.5×10-6 m/y）、移行

フラックスは両ケースともにほとんど違いが見られず、ガラス固化体の溶解速度及び緩衝材

中の核種分配係数と比較して感度は相対的に小さいことが示された。 
以上の結果から、代替指標としての人工バリアから天然バリアへの核種フラックス（特に

ピークフラックス値）に対し、ガラス固化体の溶解速度及び緩衝材中の核種分配係数が及ぼ

す影響は大きく、重要パラメータとして抽出されることが示された。これは、平成 23 年度の

結果と調和的であり、結果を支持するものとなった。 
 
（ b ）オーバーパックの寿命 

リファレンスとしての地下水組成として、降水系、海水系を、また、処分場構造物により

高アルカリ化した降水系地下水（変遷も考慮）を、そして、より具体的な地下環境条件の地

下水組成として幌延の淡水系、塩水系を設定して解析したすべてのケースのうち、（8.3 人工

バリア領域の変遷のシナリオを対象とした安全評価）で設定したケース 10（温度条件 25℃、

高アルカリ化降水系地下水、無酸素、支保工無し）のみにおいて、オーバーパックが 400 年

で早期破損するという評価結果となった。この結果により、他の全てのケースが約 4000 年で

破損したのと異なり、第 2 次取りまとめにおけるオーバーパックの寿命設定のリファレンス

である 1,000 年以前に、人工バリアから天然バリアへの核種移行フラックスが発生した。ケ

ース 10 のピークフラックスについては、ケース 5 を除く他のケースと概ね相違ない値となっ

ているものの、オーバーパックの早期破損は、標準シナリオ設定からの重要な分岐に相当す

るシナリオとして、移行フラックスの処分場閉鎖後の早期上昇に直結する。したがってオー

バーパックの寿命は、オーバーパックの早期破損シナリオに結びつく重要パラメータとして

抽出されるべき項目であると考えられる。 
 
（２）重要パラメータへの影響因子及び影響条件 

前項で抽出された重要パラメータを判断指標などに反映させるためには、重要パラメータ

をブレークダウンし、重要パラメータへの影響を及ぼす因子や条件まで遡及した検討が重要

となる。すなわち、代替指標として人工バリアからの核種移行フラックスを設定したとき、

重要パラメータには人工バリア領域の安全機能を表すパラメータの中から、総合的評価によ

り求められる核種移行フラックスへの重要度（感度・影響度）が大きいものが抽出される。

例えば、ガラス固化体の溶解速度は、ガラス固化体の核種閉じ込め機能を、緩衝材中の核種

分配係数は緩衝材の核種遅延機能を、そしてオーバーパックの寿命はオーバーパックの核種

閉じ込め機能を表すパラメータである。これらの安全機能の維持は処分安全上重要な命題で

あるため、規制の観点からその評価が妥当性かつ合理性を持って行われているかを判断する
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必要がある。その際、抽出された重要パラメータは、複数のモデルの組み合わせやデータベ

ースとそれに関連する多くの因子により構成された設定手法により算出されているため、そ

のすべての因子に対して同程度の配慮を求めることは合理的であるとは言えない。合理的な

判断を行うためには、それぞれの重要パラメータに特に影響の大きい因子を選択することが

有効であると考えられるが、その選択のベースとしては、個々の処分材料といった要素毎の

評価ではなく、処分システム全体でリンケージを図った総合的評価がベースとなる必要があ

る。 
以上のような考え方を踏まえると、重要パラメータへの影響因子や影響条件を、より具体

的な物理的、化学的な因子（例えば温度など）と結びつけることの意味付けをより合理的な

ものにすることで、規制の観点や安全評価を実施する際に留意すべき指標の作成に寄与する

ことが可能になるものと考えられる。 
 
（ a ）ガラス固化体の溶解速度及び緩衝材中の核種分配係数 

8.3.3 で記述したように、昨年度は、マトリクス溶解の抑制因子として、OP 接触領域の緩

衝材中間隙水の pH、Ca 濃度、Mg 濃度を用いて、抑制状態の判定を実施したが、今年度は、

実験により、Ca 濃度の影響がないことが確認できたため、pH、Mg 濃度のみを用いる新たな

手法による設定を実施した。 このことにより、昨年度実施した解析ケース（降水系、海水系

合わせて 6 ケース）のうち 3 ケースが Stege I と判定としてガラス固化体の溶解速度を設定し

たのに対し、本年度は、昨年度と同条件の降水系、海水系を含むケースでは、Stage I と判定

されず、隆起・侵食のシナリオを対象とした安全評価における緩衝材変質評価計算の塩水系

地下水の設定ケースのみ Stage I 判定となった。 
ガラス溶解速度判定が更新されたにもかかわらず、幌延塩水系地下水で Stage I 判定となっ

た理由として、緩衝材中の OP 接触領域の地下水組成において、Mg 濃度が 5,000 年後に 1.0
×10-2 mol L-1オーダーまで上昇しており、Mg 濃度が判定基準を満足する値にまで到達したた

めと考えられる。この高い濃度上昇により、平成 24 年度のガラス溶解速度判定条件において

も、ガラスの溶解速度が Stage I と判定された。 
さらに、この Mg 濃度の上昇には、CSH の消滅が影響している可能性が示唆される。つま

り、CSH の消滅と同時に Sepiolite が消滅していることが 8.4.2(3)から観察されており、Mg 含

有鉱物であるSepioliteが生成されなくなったことで、Mgが 2次鉱物として消費されなくなり、

間隙水を介して EDZ から OP 近傍まで侵入することにより、元々高濃度であった塩水系地下

水の Mg 濃度の影響が OP 近傍の間隙水組成にまで及ぶことになったと推測される。 
一方、リファレンスとしての地下水組成として、降水系、海水系、処分場構造物により高

アルカリ化した降水系地下水を設定した解析（8.3 人工バリア領域の変遷のシナリオを対象

とした安全評価）では、ケース 5 のみが Cs-135 のピークフラックス値が高くなったことが示

されている。この原因について、重要パラメータである緩衝材中の核種分配係数への影響の

遡及について検討を行った結果を図 8.5-2 に示す。図中、左図で観察された 3 万年あたりの特

徴的なフラックス形状は、1 段目の遡及により緩衝材中の核種分配係数の違いとともに、急

激な低下が重要な因子となっていることが示される。さらに 2 段目の遡及により、これらが

イオン交換反応に基づく分配係数設定モデルや 2 万年以降のモンモリロナイトの消失の影響

に因っていることが分かる。このような影響の連鎖の遡及について検討を行うことができる

ことはリンケージを図った評価手法のメリットの一つであると考えられる。 
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図 8.5-2 重要パラメータに対する影響因子の遡及の一例 

 
以上のことから、ガラス固化体の溶解速度への影響因子として、ガラス溶解速度判定式の

影響因子である Mg 濃度が示された。Mg は海水系地下水に多く含まれる元素であるので、地

下水組成に留意すると共に、Mg が OP 領域まで侵入する条件の把握も重要である。また、緩

衝材中の核種分配係数については、前項(1)(a)の Se-75 で示したように、Stage I 判定となって

ガラス固化体の溶解速度が 1 桁上昇することによるピークフラックスの上昇を緩衝材中の核

種分配係数が 1 桁上昇することにより相殺し大幅に低減させる効果があることから、ガラス

固化体の溶解速度と同程度に重要なパラメータであることが示されている。緩衝材中の核種

分配係数への影響因子は、核種毎に異なる収着メカニズムを反映した収着モデル式に負うと

ころが大きいが、収着で競合するイオン種の濃度、主な収着固相であるモンモリロナイトの

残存量、モンモリロナイト消滅時の値の設定の考え方などが重要条件として挙げられる。特

に、図 8.5-2 で示したように、比較的高い核種分配係数が短期間で大きく低下する場合には、

一旦定常値に到達しつつあった核種移行フラックスに 2 段階目の上昇をもたらし、ピークフ

ラックスを押し上げる効果があることから、緩衝材中の核種分配係数の時間変遷も重要な因

子になることが示唆された。 
 
（ b ）オーバーパックの寿命 

平成 24 年度の総合的評価では、前述の通り、（8.3 人工バリア領域の変遷のシナリオを対

象とした安全評価）で設定したケース 10 のみでオーバーパックの早期破損が発生した。オー

バーパックの破損判定は、昨年度と同様の局部腐食発生判定（pH≧pHd）により行い、局部

腐食進展速度（0.5mm/y）と破損基準（全面腐食の最大腐食深さ＋局部腐食進展量が 190mm）

から、進展期間約 400 年のケース 10（温度条件 25℃、高アルカリ化降水系地下水、無酸素、

支保工無し）のみ局部腐食により OP が 400 年後に破損と設定された（8.3.2 参照）。図 8.3-45
に示されるように、局部腐食の発生条件が満たされたケースはケース 10 のみではなく、ケー

ス 3（温度条件 25℃、降水系、無酸素、支保工厚さ 60cm）でも発生している。但し、ケース
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3 では局部腐食の継続時間が非常に短期間であったため、局部腐食ではなく結果的に全面腐

食によりオーバーパックは破損している。 
以下、ケース 3 と、地下水組成のみがケース 3 と異なる海水系のケース 4、温度条件のみ

がケース 3 と異なる 90℃のケース 5 と pHd、pH の経時変化を比較する。 

    塩化物ｲｵﾝ・炭酸ｲｵﾝ・炭酸水素ｲｵﾝ・溶存酸素濃度        pHd・pH 

 
図 8.5-3 ケース 3、4、5 の pHd 等の経時変化の比較 

（上からケース 3、4、5） 
 
ケース 3 とケース 4 とを比較すると、pH の変化傾向は似ているものの、pHd の変化に違い

が見て取れることが分かる。比較的初期の段階でケース 4 の pHd が上昇しているのは、pHd
に大きく影響する Cl 濃度が海水系のケース 4 の方が大きく上昇しているためである。但し、

上昇するタイミングが少し早い時間にずれた場合、ケース 4 にも短期間ではあるものの局部
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腐食になり得る期間が生じる可能性があったと考えられる。一方、ケース 3 とケース 5 との

比較では、pHd の変化傾向は異なるものの、その値はケース 3 と同程度であることが分かる。

但し、pH 自体の値がケース 3 と比較してケース 5 の方が、低い値で推移しているため、多少

他の因子に変動が生じたとしても、局部腐食判定となる可能性は非常に低い。これは、pH に

温度依存性があり、高温になるほど pH が低下する傾向となることが原因の一つとして挙げら

れる。加えて、高温になるほど化学反応、物質移行の進行が促進されるため、支保工と地下

水の反応で生じるアルカリ成分が緩衝材中に進入して直ぐの段階で消費され、オーバーパッ

ク近傍の pH を上昇させるに至らなかったことが考えられる。 
 

 
(a) ケース 3               (b) ケース 10 
 

図 8.5-4 局部腐食が発生したケースに対する間隙水の pH 及び pHd の経時変化 
 
一方、ケース 10 では、緩衝材と EDZ の間に支保工が介在しない処分構造を想定し、EDZ

中の地下水組成として、支保工により高アルカリ化した降水系地下水を設定している。この

ため、図 8.5-5 に示すように、比較的短期間のうちに、オーバーパック近傍の液性が高 pH に

なると共に、その後も pH11 を超える状態が 400 年程度の期間維持されることにより、局部腐

食による OP の早期破損に繋がったと考えられる。 
以上のことから、オーバーパックの寿命への影響因子として、海水に多く含まれ、pHd の

判定式中の因子である Cl 濃度、pH の依存性の因子としての温度、また、影響条件として、

緩衝材と EDZ 間に介在する支保工の有無による処分構造条件が示された。なお、支保工が存

在する場合には、支保工の厚さはもとより、支保工中の物質移行状況も重要な因子になる。

図 8.5-6 は、平成 24 年度のケース 5 とそれに相当する平成 23 年度のケースの固相中鉱物濃度

及び液相元素濃度の空間分布を比較したものである。平成 23 年度は支保工領域の拡散係数は

一定値としていたが、平成 24 年度の解析では拡散係数を間隙率により変動させた値を用いた。

この結果、支保工領域の拡散係数は、平成 24 年度では相対的に大きな値が設定されることと

なった。図から明らかなように、間隙閉塞傾向が平成 23 年度は緩衝材、平成 24 年度は支保

工となったこと（ピークは 1 万年後では既に EDZ 付近へと移行している）、境界付近のモン

モリロナイト溶解が進行していること、支保工内の CSH 溶解が促進され消滅していること、

これにより液相中の OH－が大きく減少していることなどの違いが見られる。これは、先に述

べたように、平成 24 年度の支保工領域の拡散係数が大きめに設定され、物質移行が大きくな

ったことによるものと推察される。但し、平成 24 年度設定された支保工領域の拡散係数は、
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一般的な健全なセメントの拡散係数と比較して結果的に非常に大きな値となってしまってお

り、前述の溶解促進は過度である可能性が高い。しかしながら、このことは支保工領域の物

質移行が支保工を介する処分構造上でシステムとして重要な因子になることを示唆している。

したがって、今後、支保工領域での拡散係数には、2.5.2 項で検証を行ったセメント間隙変遷

モデルを適用することが重要と考えられる。 
 

 
図 8.5-5 海水系、90℃、支保工 60cm の 1 万年後の空間分布 

（昨年度と本年度の結果の比較） 
 
以上、オーバーパックの寿命への影響条件として、緩衝材と支保工が接する処分構造では、

長期間に亘る緩衝材中の間隙水組成、鉱物組成の変遷に対して、セメントの物質移行パラメ

ータが重要因子となることが示唆された。これは支保工が厚いほど顕著になるものと考えら

れる。一方、支保工が介在しない処分構造や地下水組成の設定によっては、OP の早期破損が

発生する可能性があることが示された。一般的に、セメント支保工が緩衝材と接する処分構

造の方が、より緩衝材にアルカリ影響を与えると考えられているが、シナリオ分岐に結びつ

くような影響が必ずしも生じないこともあることを示している。このような結果は、リンケ

ージによる一連の影響の連鎖を、処分システムに対して解析できるようになった大きなメリ

ットと考えられる。 
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8.5.2 天然バリア領域における重要度分析 
天然バリア領域においては、比較的既往の水理・水質データが多く存在する幌延地下研究

施設周辺の情報を基に、地質環境条件（2 次元の水理、地質・地質構造、隆起・侵食条件、

化学環境等）を設定し、隆起・侵食による地表面の削剥によって処分場の対地深度が変化し

た場合の核種移行経路、移行経路中の地下水流速、化学環境（塩水/降水境界）の変化を地下

水流動解析、塩分濃度解析およびトラジェクトリ解析から求めた（図 8.5-6）。さらに、塩水

/降水境界の位置と処分場の対地深度の関係から、処分場内の水質条件（塩水系及び降水系）

を決め、その解析結果と、ガラス固化体やオーバーパック及びベントナイト系緩衝材の性能

評価、ならびに核種移行パラメータの評価とのリンケージを図り、人工バリア及び天然バリ

アにおける核種移行解析を行った。以上の我が国の地質環境条件を踏まえたサイトに対し、

隆起・侵食を想定したシナリオに対する解析イメージを図 8.5-7 に示す。 
 

 
図 8.5-6 トラジェクトリ解析の結果例（6 万年後の流跡線図であり、図中の H1～H3 は透水

係数の異なる水理区分，P1～P5 は処分場位置をあらわしている。Case2：隆起・侵食による

処分場の対地深度の減少及び隆起・侵食に伴う岩盤の応力解放による透水係数の上昇を考慮） 
 

 
図 8.5-7 隆起・侵食シナリオの解析イメージ 

 
天然バリアの地質環境条件、及び核種移行パラメータといった各因子の重要度を分析する

ために、核種移行解析の結果から人工バリア及び天然バリアからの Se-79 及び Cs-135 の移

行フラックスを算出し、それぞれのバリアからの移行フラックスの変化を各因子の変動との



 - 8-201 -

関係で整理した。 
その結果、人工バリア内の水質条件の違い（塩水系/降水系）が、ガラス溶解速度及び Se

の緩衝材中の分配係数を変化させ、人工バリアからの Se-79 及び Cs-135 の移行フラックス

を変動させることが示された（図 8.5-8 参照）。特に、塩水系の水質条件では、ガラス溶解

速度が 1 桁増加するため、処分場が塩水系の地下水環境にさらされている継続時間は重要に

なると考えられる。また、10 万年の隆起・侵食の進行に伴う処分場周辺岩盤の地下水流速の

増加の影響を考慮したとしても、10 万年間にわたって変質した緩衝材中の地下水流速が移流

支配になることはなかった。以上のことから、人工バリア中の移行フラックスに着目すると、

隆起・侵食のシナリオにおいて、隆起・侵食の進行に伴って 10 万年程度の処分場周辺岩盤の

地下水流速が増加するという因子の感度は低いものの、塩水・降水境界の位置と処分場の対

地深度の関係、特に処分場が塩水系の地下水環境にさらされている継続時間が影響因子とし

て重要であるといえる。 
 

 
図 8.5-8 隆起・侵食シナリオの処分場位置（P1）における人工バリアからのガラス固化体 1
本当たりの地下水移行による Cs-135 の移行フラックス（Case1：隆起のみ考慮（侵食なし）、

Case2：隆起・侵食による処分場の対地深度の減少、さらに隆起・侵食に伴う岩盤の応力解放

による透水係数の上昇を考慮、Case3：隆起・侵食による処分場の対地深度の減少のみを考慮） 
 
隆起・侵食シナリオにおける地質環境条件の変化が、天然バリアからの移行フラックスに

与える影響を見ると（図 8.5-9 参照）、侵食を想定しないケース（Case1）は、侵食を想定し

たケース（Case2 と 3）に比べて数オーダー以上移行フラックスが低下しており、侵食速度

は極めて重要な因子であるといえる。また、隆起・侵食に伴う岩盤の応力解放による透水係

数の上昇については、Case2 と Case3 の比較にあらわれているように、侵食速度ほどの感度は

ないものの影響はあるといえる。処分場深度については、P1 と P2、あるいは P4 と P5 の比較

に見られるように、処分場深度のより深い P2 と P5（深度 600m）の方が、移行距離は大きく、

地下水流速はより小さくなり、その効果があらわれている。また、Cs の天然バリア（堆積岩）

の分配係数は、塩水系で 0.05 m3/kg と降水系の 1/20 であり、Cs-135 の結果では、塩水系の移

行距離の長い処分場位置のケースで移行フラックスが高い傾向を示し、塩水・降水境界の位

置と移行経路（距離）との関係も重要な因子であると考えられる。よって、天然バリア中の

移行フラックスに着目すると、隆起・侵食シナリオにおいて、侵食速度、隆起・侵食に伴う

岩盤の応力解放による透水係数の上昇、処分場深度、塩水・降水境界の位置と移行経路（距

離）との関係が重要であり、その中でも侵食速度が最も重要であるといえる。 
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(a) 処分場位置（P3） 

 
(b) 隆起・侵食条件、処分場位置による違い 
(*)P1,2,5における Case1の移行フラックスは 1E-2Bq/y以下 

 
図 8.5-9 隆起・侵食シナリオの天然バリアからのガラス固化体 1 本当たりの地下水移行によ

る Se-79 の移行フラックス 
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8.6 安全評価の妥当性を判断するための判断指標の整理 
以上の結果や他の実施項目の結果をふまえて、安全評価上重要な廃棄体や人工バリア材の

特性や構成等の基本的要件（安全機能）の観点から、安全評価の妥当性を判断するための判

断指標について、昨年度示したものをベースに再整理した。このうち、初期条件の設定に係

る判断指標は、事業者が申請書に記載すべき埋設施設の基本設計ないし基本的設計方針の妥

当性を判断する上で重要な項目である。 
 
8.6.1 ガラス固化体 
 今年度までの成果をふまえたガラス固化体の溶出抑制機能に係る安全評価の妥当性を判断

するための判断指標を表 8.6-1 に示す。 
 

表 8.6-1 ガラス固化体の溶出抑制機能に係る安全評価の判断指標 
 判断指標 具体的内容 設定と根拠 課題 

初

期

条

件 

【ガラス固化体中の核種

インベントリの設定が

適切であること】 

・高レベル放射性廃液中の核種インベント

リは適切に評価されているか 

・揮発性核種の残存率は適切に評価され

ているか 

リファレンス組成 
・実ガラスの特

性をふまえる 

【ガラス固化体の表面積

の設定が適切であるこ

と】 

・冷間時の割れによるガラス固化体表面

積の増加量の設定が確からしい、ある

いは少なくとも保守的であることが経験

則データによって裏付けされているか 

幾何学表面積の10

倍 

・実ガラスの特

性をふまえる 

【ガラス固化体の不均質

性等をふまえた組成の

設定が適切であるこ

と】 

・目標組成に対する変動範囲やイエローフ

ェイズの量など十分な経験則データに

基づいた組成設定がなされているか 

均質、イエローフェ

イズ無し 

・実ガラスの特

性をふまえる 

モ

デ

ル

設

定 

【ガラス固化体組成や処

分環境条件をふまえ

て、時間スケールに応

じた、溶解ステージが

適切に設定されている

こと】 

・ガラス固化体の組成

の変動範囲と想定

される処分環境を

考慮して、ケイ酸塩

の生成によるSi消費

の可能性およびそ

の影響が評価され

ているか 

・Siの溶解度制限固相

が評価されているか 

・緩衝材を介したシリ

カの拡散による散

逸速度が評価され

ているか 

（マトリクス溶解が卓越するStage Iにおけ

る溶解速度設定） 

・溶解速度パラメータの設定が確からし

い、あるいは少なくとも保守側であるか 

[Mg]>10-3Mもしくは

pH>11.5 

：0.013 g/m2/day 

・60℃のMg溶液中

での溶解速度） 

・Mg ケイ酸塩や

鉄 ケ イ 酸 塩

の 生 成 や 長

期 的 な 溶 解

促 進 効 果 の

有無 

・実ガラスの特

性をふまえる 

（マトリクス溶解が抑制されたStage IIにお

ける溶解速度設定） 

・溶解速度モデルが確からしい、あるいは

少なくとも保守側であることが科学的に

裏付けされているか 

・特に時間とともに溶解速度が低下する設

定を行う場合は、溶解速度の律速反応

が把握されているか 

・溶解速度モデルをふまえて、溶解速度パ

ラメータの設定が確からしい、あるいは

少なくとも保守側であるか 

[Mg]<10-3 M 

かつ pH<11.5 

：0.0016 

 g/m2/day 

・60℃の脱イオン水

中での飽和後の

溶解速度 

・速度は時間ととも

に減少するが、

一定速度と設定 

・長期的な律速

プロセスの解

明 

・実ガラスの特

性をふまえる 

【時間スケールに応じて

ガラス固化体に生じる

可能性のある割れによ

る溶解／変質量への

影響が適切に評価さ

れていること】 

・OP 腐食膨張に起因する割れによるガラ

ス固化体表面積の増加量の設定は、少

なくとも保守的であることが機構論的に

裏付けされているか（応力発生の想定

は適切か（応力と割れの発生との関係

は時間に対して独立か） 

－ 
・現時点では知

見が不十分 
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・各溶解ステージにおけるガラス固化体の

溶解／変質量と割れによる表面積増加

量との関係が示されているか 

－ 
・現時点では知

見が不十分 

【地下水が接触し浸出が

開始する時間スケール

が適切に設定されてい

ること】 

・全面腐食の場合は腐食深さと構造強度

が保てる厚さ、局部腐食や SCC の場合

は腐食深さを考慮しているか 

4000 年 

・炭素鋼の全面腐

食速度で 110mm

腐食するまでの

期間 

（OP 腐食形態

判 定 ＆ 腐 食

速度評価） 

【浸出抑制機能が著しく

損なわれる時間スケー

ルが適切に設定されて

いること】 

・OPの破壊や腐食膨張により、ガラス固化

体の著しい破損が生じる時期が評価さ

れているか 

－ 
・現時点では知

見が不十分 

 
8.6.2 オーバーパック 
 今年度までの成果をふまえたオーバーパックの閉じ込め機能に係る安全評価の妥当性を判

断するための判断指標を表 8.6-2 に示す。 
 

表 8.6-2 オーバーパックの閉じ込め機能に係る安全評価の判断指標 
 判断指標 具体的内容 設定と根拠 課題 

初 

期 

条 

件 

オーバーパックの厚さ

の設定が適切であること 

・高レベル放射性廃液中の核種インベント

リは適切に評価され、それに基づいた

オーバーパック表面の線量率が適切に

評価されているか 

（安全評価の前提として必要） 
第2次取りまとめの

設定 
 

・オーバーパックの耐圧厚さが適切に評価

されているか。 

（安全評価の前提として必要） 

蓋部の溶接が適切に

行われていること 

・溶接の初期欠陥の存在 

・蓋溶接部における残留応力が適切に評

価されているか。 

・炭酸塩応力腐食

割れは、初期欠陥

の存在を前提とし

た評価。 

・蓋溶接部の残留

応力は、既往知見

に基づいた設定 

 

モ 

デ 

ル 

設 

定 

処分環境条件を踏まえた

腐食形態が適切に設定

されていること 

・早期破損に繋がる可能性のある腐食形

態が適切に設定されているか。 

・局部腐食 

・応力腐食割れ（炭

酸塩環境） 

 

オーバーパック近傍

の地下水組成が適切に

設定されているか 

・オーバーパックの腐食形態を左右する間

隙地下水中の化学種（炭酸塩濃度、塩

化物イオン濃度等）の濃度が適切に評

価されているか。 

物質移行-変質連

成解析結果を用い

る。 

 

オーバーパックの腐

食寿命が適切に評価さ

れているか 

・オーバーパック早期破損に繋がると考え

られる局部腐食の発生条件が適切に評

価されているか。 

・局部腐食判定モ

デルにより、 

pH≧pHdの場合に

局部腐食が発生、

進展する。無酸素

の場合には局部腐

食は発生しない。 
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・オーバーパック早期破損に繋がると考え

られる応力腐食割れの発生条件が適切

に評価されているか。 

・ ある電位領域で

SCCが発生しやすく

なる知見を踏まえ、

オーバーパックの

腐食電位がSCC発

生電位の上限値、

下限値の内部にあ

る 場 合 に 発 生 す

る。 

・水素の影響及

び低溶存酸素

濃 度 下 に お け

る SCC の 発 生

条件、進展速度

評価の検討 

・酸化性雰囲気における腐食速度が適切

に設定されているか 

・酸化性雰囲気に

おける腐食速度及

び腐食進展量は既

往の知見に基づい

て算出。 

 

・還元性雰囲気における腐食速度が適切

に設定されていること 

・腐食速度の律速プロセスについて把握さ

れていること。 

既往の知見に基づ

いた腐食速度(10μ

mm/y）を時間に依

存しない一定速度

として設定。 

・腐食速度の設

定条件は、文献

の精査の必要

があり 

・律速プロセス

については、腐

食生成物中の

水の拡散、鉄イ

オンの拡散など

が既往の知見

で指摘されてい

る。今年度から

検討開始。 

 
8.6.3 緩衝材 
 今年度までの成果をふまえた緩衝材等の核種浸出抑制・核種移行抑制機能に係る安全評価

の妥当性を判断するための判断指標を表 8.6-3～表 8.6-5 に示す。これらの中には今年度の総

合的評価で得られた、処分構造の違いによるオーバーパックの早期破損ケースの成果を取り

込んだ項目も含まれる。 
 
 
  



 

- 

表 8.6-3 緩衝材等の核種浸出抑制・核種移行抑制機能に係る安全評価の判断指標（初期条件の設定） 
  判断指標 判断指標の具体的な内容 現時点での設定 根拠や限界、課題など 

初
期
条
件
の
設
定 

緩衝材の組成、乾燥密度、含水比及び

それらの分布の設定が適切であること。 

（安全評価の前提として必要） 

・ 低透水性、低拡散性、膨潤性、熱伝導性を発揮

できる組成の設定となっているか。 

・ 上記性能を損なわない不均一性を考慮した分布

の設定となっているか。 

・ クニゲル V1：70%＋珪砂：30%

の混合圧縮体 

・ 膨潤後の乾燥密度：

1.6g/cm3、均質 

・ 含水比：100%、均質 

・ HLW2 次取りまとめ、第二次 TRU レポート

のリファレンス。 

緩衝材の厚さの設定が適切であること。 

（安全評価の前提として必要） 

・ OP 腐食生成物等による応力の緩衝性を考慮し

た厚さ設定になっているか。 

・ 施工上生じる隙間を閉塞する膨潤能を考慮した

厚さ設定となっているか。 

・ 70cm（リファレンスケースとし

て） 

・ HLW2 次取りまとめ、第二次 TRU レポート

のリファレンス。 

緩衝材の温度の設定が適切であること。 

（安全評価の前提として必要） 

・ 地下環境を考慮した温度設定となっているか。 

・ ガラス固化体の発熱、人工バリア材内の熱の伝

導を考慮した設定になっているか。 

・ 25℃（リファレンスケースとし

て） 

・ 90℃ 

・ 100～47℃（１次元での温度

変遷） 

・ HLW2 次取りまとめ、第二次 TRU レポート

のリファレンス。 

・ 25℃以外の熱力学データの設定について

は検討が必要。 

緩衝材設置から定常状態に至る環境変

遷に伴う影響の設定が適切であること。 

（安全評価の前提として必要） 

下記を考慮した初期条件設定となっているか。 

・ 温度及びその変遷の影響 

・ 地下水水質及びその変遷の影響 

・ 乾燥密度及びその変遷の影響 

・ 含水比分布及びその変遷の影響 

・ 処分場建設時の止水剤や構造物との相互作用

を受けた地下水による化学的影響 

・ OP の溶解の影響 

・ 再冠水時の地下水流動による流出の影響 

・ 初期条件としてではないが、

閉鎖後の地下水組成とし

て、処分場構造物との相互

作用を受けた地下水組成と

して高アルカリ化した降水系

地下水を設定した（H24）。 

・ H24 の総合的評価ではOP早期破損となっ

たケースがあるため、過渡期における処

分構造による影響に十分な配慮が必要で

ある。 

・ リファレンスケースにならない場合は変動

シナリオや初期欠陥シナリオとして設定す

る必要がある。 

・ THMC 連成現象になるため別途影響を評

価する必要がある。 

粘土プラグの組成、乾燥密度、含水率及

びそれらの分布、設置から定常状態に

至る環境変遷に伴う影響の設定が適切

であること。 

（安全評価の前提として必要） 

下記を考慮した初期条件設定となっているか。 

・ 温度及びその変遷の影響 

・ 地下水水質及びその変遷の影響 

・ 乾燥密度及びその変遷の影響 

・ 含水比分布及びその変遷の影響 

・ 処分場建設時の止水剤や構造物との相互作用

を受けた地下水による化学的影響 

・ 再冠水時の地下水流動による流出の影響 

・ 現状では粘土プラグを含め

た評価は実施していない。 

・ リファレンスケースにならない場合は変動

シナリオや初期欠陥シナリオとして設定す

る必要がある。 

・ THMC 連成現象になるため別途影響を評

価する必要がある。 
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表 8.6-4 緩衝材等の核種浸出抑制・核種移行抑制機能に係る安全評価の判断指標（シナリオ設定） 
  判断指標 判断指標の具体的な内容 現時点での設定 根拠や限界、課題など 

シ
ナ
リ
オ
設
定
（核
種
浸
出
抑
制
・
核
種
移
行
抑
制
機
能
） 

拡
散
場
・低
透
水
性
の
維
持 

環境条件をふまえて、時間スケ

ールに応じた透水係数・拡散係

数及びそれらの分布の変遷か

ら、安全機能の喪失時期、他

の安全機能への影響が適切に

設定されていること。 

・ 科学的妥当性があるシ

ナリオ設定になっている

か 

・ 保守性を合理的に説明

可能なシナリオ設定にな

っているか。 

・ T、H（拡散）、C については、人工バリア領域につ

いて MC-BUFFER コードの計算結果とリンクしたシ

ナリオ設定になっている。 

・ M については、保守的な想定に基づくシナリオ設

定（例えば、断層発生で緩衝材の流出による安全

機能の喪失など）が考えられる。 

・ リンケージが適切に機能していない部分がある

（OP と溶存酸素の取り扱いなど）。 

・ モデルの適用範囲を超えた場合のシナリオ設定

方法について検討する必要がある。 

環境条件をふまえて、時間スケ

ールに応じた自己シール性の

変遷から、安全機能の喪失時

期、他の安全機能への影響が

適切に設定されていること。 

・ 科学的妥当性があるシ

ナリオ設定になっている

か。 

・ 保守性を合理的に説明

可能なシナリオ設定にな

っているか。 

・ MC-BUFFER コードの計算結果を基に、緩衝材間

隙の閉塞時期を自己シール性の喪失時期として

設定した（H23）。自己シール性の喪失により、透

水係数に母岩と同程度の値を設定した。 

・ 透水係数に関わるシナリオ以外の設定について

は取扱いの考慮はしていない。 

・ 自己シール性が喪失したと判断するための具体

的なパラメータと値の明確化が必要。 

・ 自己シール性が喪失したと判断された時間以降

の他の安全機能に対する影響の設定について

の検討が必要。 

・ モンモリロナイト密度低下以外に、例えば亀裂発

生による緩衝材流出による緩衝材乾燥密度低下

シナリオ等の取り扱い方法の検討が必要。 

コ
ロ
イ
ド
の
濾
過 

環境条件をふまえて、時間スケ

ールに応じたコロイド濾過性及

びその分布から、安全機能の

喪失時期、他の安全機能への

影響が適切に設定されている

こと。 

・ 科学的妥当性があるシ

ナリオ設定になっている

か。 

・ 保守性を合理的に説明

可能なシナリオ設定にな

っているか。 

・ 現状考慮していない。 

・ 濾過機能が喪失したと判断するための具体的な

パラメータと値の明確化が必要。 

・ 濾過機能が喪失したと判断された時間以降の他

の安全機能に対する影響の設定についての検

討が必要。 

・ モンモリロナイト密度低下以外に、例えば亀裂発

生による緩衝材流出による緩衝材乾燥密度低下

シナリオ等の取り扱い方法の検討が必要。 

OP
の
安
定
的
支
持 

環境条件をふまえて、時間スケ

ールに応じた膨潤圧及びその

分布の変遷から、安全機能の

喪失時期、他の安全機能への

影響が適切に設定されている

こと。 

・ 科学的妥当性があるシ

ナリオ設定になっている

か。 

・ 保守性を合理的に説明

可能なシナリオ設定にな

っているか。 

・ 現状考慮していない。 

・ 支持機能が喪失したと判断するための具体的な

パラメータと値の明確化が必要。 

・ 支持機能が喪失したと判断された時間以降の他

の安全機能に対する影響の設定についての検

討が必要。 

・ モンモリロナイト密度低下以外に、例えば亀裂発

生による緩衝材流出による緩衝材乾燥密度低下

シナリオ等の取り扱い方法の検討が必要。 
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表 8.6-5 緩衝材等の核種浸出抑制・核種移行抑制機能に係る安全評価の判断指標（モデル・パラメータ設定） 
  判断指標 判断指標の具体的な内容 現時点での設定 根拠や限界、課題など 

モ
デ
ル
、
パ
ラ
メ
ー
タ
設
定
（核
種
浸
出
抑
制
・核
種
移
行
抑
制
機
能
） 

拡
散
場
・低
透
水
性
の
維
持 

拡散場・低透水性の維持につい

ての評価に使用するモデルが適

切に選定されていること。また、

環境条件をふまえて、時間スケ

ールに応じた透水係数、拡散係

数及びそれらの分布が適切に設

定されていること。 

・ 選定された評価モデルの適用性、適用範囲

が適切に把握されているか。 

・ 科学的（実証論的、機構論的）な裏付けがさ

れているか。 

・ 保守性を合理的に説明可能か。 

・ モデルが適切にコード化され、適用性、適用

範囲が適切に把握されているか。 

・ モデル間のパラメータ値の入出力方法、共通

して使用されるパラメータ値の設定方法が合

理的に構築されているか。 

・ 緩衝材内外に存在する物質の化学的、物理

的影響を合理的に反映可能なモデル及びパ

ラメータ設定がされているか。 

下記の①～⑦を組み込み相互のリンク

を図った MC-BUFFER コードを使用 

・ ①緩衝材鉱物モデル 

②セメント鉱物モデル 

③アルカリ拡散モデル 

④セメント間隙変遷モデル 

⑤モンモリロナイト溶解速度モデル 

⑥緩衝材透水係数評価モデル 

⑦非定常拡散方程式に基づく熱伝

導解析モデル 

・ 但し、④⑦は現状連成させていな

い。 

・ OP の溶解 Fe の考慮。 

①～⑥まで実験室実験に基づき、機構論を

部分的に加味して定式化したモデルに基づ

くが、以下の限定条件がある。 

・ ⑤に温度、ｐH の適用範囲の限定あり。 

・ ⑥に有効モンモリロナイト密度、イオン

強度の適用範囲の限定あり。 

・ ③に OPC の適用範囲の限定あり。 

・ MC-BUFFER のリスタート機能により境

界条件が変化するパラメータ設定、計

算期間１0 万年までの解析が可能だが

手動操作の限定あり。 

・ 膨潤圧、応力、変形などの力学的要因

が現状の評価にどの程度影響するの

かについて検討が必要。 

・ Ca、K、Fe、Mg 等の Na 型モンモリロナイトの

交換性陽イオンが、モンモリロナイトの溶解

速度及び緩衝材の透水係数を評価するモデ

ルへの影響が適切に把握されているか。 

・ 現状考慮していない。 

・ モンモリロナイトの Ca 型化による透水

係数評価式は実験室実験の結果から

整備済み。 

自己シール性の維持についての

評価に使用するモデルが適切に

選定されていること。また、環境

条件をふまえて、時間スケール

に応じた自己シール性が適切に

設定されること。 

・ 直接または間接的に自己シール性評価のた

めのモデル、パラメータが設定されているか。 
・ 現状考慮していない。 ・ モデル、パラメータともに未定 

コ
ロ
イ
ド
の
濾
過 

コロイドの濾過についての評価に

使用するモデルが適切に選定さ

れていること。また、環境条件を

ふまえて、時間スケールに応じた

コロイド濾過性及びその分布が

適切に設定されること。 

・ 濾過係数等をモンモリトナイト密度、膨潤圧、

あるいは拡散係数、透水係数などから適切

に評価できるモデル、パラメータが設定でき

ているか。 

・ 現状考慮していない。 ・ モデル、パラメータともに未定 
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OP
の
安
定
的
支
持 

OP（廃棄体）の安定的支持につ

いての評価に使用するモデルが

適切に選定されていること。ま

た、環境条件をふまえて、時間ス

ケールに応じた膨潤圧及びその

分布が適切に設定されること。 

・ 膨潤圧の値や分布をモンモリロナイト密度、

含水率、イオン強度などから適切に評価でき

るモデル、パラメータが設定できているか。 

・ 現状考慮していない。 ・ モデル、パラメータともに未定 

核
種
の
拡
散 

OP 破損時点の緩衝材中におけ

る核種（元素）の拡散係数を適切

に評価できる評価手法が選定さ

れていること。 

・ 緩衝材中の間隙水組成等を基にした移行核

種（元素）の化学形や、鉱物組成や間隙率等

を基にした拡散挙動が適切な拡散データベ

ース、機構論的モデル等から設定されている

か。 

・ MC-BUFFER コードの計算結果を基

に OP 破損時期を設定。 

・ Cs、Seについてパラメータ値の評価

手法を示した。 

・ 他の重要核種の適用手法の整備 

・ 最新知見の継続的反映 

核
種
の
収
着 

OP 破損時点の緩衝材中におけ

る核種（元素）の分配係数を適切

に評価できる評価手法が選定さ

れていること。 

・ 緩衝材中の間隙水組成等を基にした移行核

種（元素）の化学形や、鉱物組成や間隙率等

を基にした収着挙動が適切なデータベース、

機構論的モデル等から設定されているか。 

・ MC-BUFFER コードの計算結果を基

に OP 破損時期を設定。 

・ Cs、Seについてパラメータ値の評価

手法を示した。 

・ 他の重要核種の適用手法の整備 

・ 最新知見の継続的反映 

核
種
の
溶
解
度 

OP 破損時点の緩衝材中におけ

る核種（元素）の溶解度を適切に

評価できる評価手法が選定され

ていること。 

・ 緩衝材中の間隙水組成等を基にした移行核

種（元素）の化学形や酸化還元電位を基にし

た溶解度の時間的挙動が適切な熱力学デー

タベース、機構論的モデル等から設定されて

いるか。 

・ MC-BUFFER コードの計算結果を基

に OP 破損時期を設定。 

・ Cs、Seについてパラメータ値の評価

手法を示した。 

・ 他の重要核種の適用手法の整備 

・ 最新知見の継続的反映 
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